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第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第24期ならびに第28期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

３ 第24期の自己資本利益率及び株価収益率は、当期純損失のため記載しておりません。 

４ 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外からの出向者を含む）

であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

５ 平成17年１月20日をもって普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。なお、第26期の１

株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当該株式分割が期首に行われたものとし

て算出しております。 

  

第一部 【企業情報】

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 28,647,388 35,252,626 39,318,494 43,496,328 47,600,391

経常利益 (千円) 47,722 820,007 1,071,980 1,324,534 1,071,460

当期純利益又は 
当期純損失（△)

(千円) △14,681 308,368 642,409 712,780 497,684

純資産額 (千円) 3,321,761 3,449,294 3,998,382 5,634,088 5,317,089

総資産額 (千円) 11,338,183 11,666,573 11,946,577 12,944,239 12,525,723

１株当たり純資産額 (円) 280.29 295.68 114.25 145.67 138.86

１株当たり当期純利益 
又は１株当たり当期 
純損失（△)

(円) △1.42 26.24 18.36 19.69 13.00

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) － 26.16 18.15 19.55 －

自己資本比率 (％) 29.3 29.6 33.5 43.5 42.4

自己資本利益率 (％) － 9.1 17.3 14.8 9.1

株価収益率 (倍) － 26.64 19.88 23.21 24.23

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △9,226 1,364,308 1,238,863 1,008,419 964,247

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 47,087 △944,838 97,975 △427,171 △412,427

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △305,927 △875,040 △1,241,250 △198,970 △1,552,524

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 2,321,836 1,992,252 2,087,841 2,470,119 1,669,415

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
696
(277)

723
(177)

799
(189)

861
(205)

1,003
(183)



(2) 提出会社の経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第27期の１株当たり配当額には記念配当３円を含んでおります。 

３ 第24期ならびに第28期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、希薄化効果を有している潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

４ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時従

業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

５ 平成17年１月20日をもって普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。なお、第26期の１

株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、当該株式分割が期首に行われたものとし

て算出しております。 

  

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

売上高 (千円) 26,378,203 33,158,513 37,284,838 41,010,946 44,382,003

経常利益 (千円) 2,858 768,407 1,090,799 1,132,754 1,148,030

当期純利益 (千円) 6,331 306,380 730,365 694,159 822,814

資本金 (千円) 1,000,000 1,000,000 1,000,000 1,658,274 1,658,274

発行済株式総数 (株) 11,925,060 11,925,060 35,775,180 39,375,180 39,375,180

純資産額 (千円) 3,322,823 3,465,381 4,110,417 5,726,142 5,733,268

総資産額 (千円) 10,854,889 11,131,590 11,450,696 12,320,389 12,318,305

１株当たり純資産額 (円) 280.38 297.06 117.45 148.05 149.73

１株当たり配当額 
（内１株当たり 
 中間配当額)

(円)
7.5
(－)

12.5
(－)

7.0
(－)

10.0
(－)

13.0
(6.0)

１株当たり当期純利益 (円) 0.61 26.07 20.87 19.18 21.50

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益

(円) － 25.99 20.63 19.03 －

自己資本比率 (％) 30.6 31.1 35.9 46.5 46.5

自己資本利益率 (％) 0.2 9.0 19.3 14.1 14.4

株価収益率 (倍) 456.70 26.81 17.49 23.83 14.65

配当性向 (％) 1,223.3 47.9 33.5 52.1 60.5

従業員数 
(外、平均臨時雇用者数)

(名)
484
(152)

475
(136)

517
（167)

545
（180)

632
（152)



２ 【沿革】 

  

年月 沿革

昭和55年８月 中高年男性が能力・資格・経験を活用できる機会の創出を業務の目的として株式会社エルダーマ

ネジメントセンターを東京都中央区日本橋室町に設立し、経営相談・事務処理・経理処理の請負

を主たる業務として業務開始

昭和59年９月 商号を株式会社テンポラリーエルダーに変更し、本社を東京都千代田区内幸町に移転

昭和61年２月 大阪市北区中之島に大阪支店を開設（平成12年５月北区角田町に移転)

７月 労働者派遣法の施行により、一般労働者派遣事業許可を取得し、従来の請負業務に加え、人材派

遣業務を開始

昭和63年７月 名古屋市中村区名駅に名古屋支店を開設

平成元年10月 神戸市中央区小野柄通に神戸支店を開設（平成10年４月中央区磯上通に移転)

平成５年６月 商号を株式会社パソナエルダーに変更

平成６年２月 本社を東京都港区六本木に移転

平成７年２月 外資系企業を対象とした人材派遣業務を主体とする株式会社パソナパーソネル（旧株式会社パソ

ナソフトバンク）が、OA関連の人材派遣業務を主体とする株式会社パソナオーエーを吸収合併

平成８年４月 旧株式会社パソナソフトバンクを吸収合併し、商号を株式会社パソナソフトバンクに変更 

本社を東京都渋谷区代々木に移転

７月 東京都中央区銀座に銀座支店を開設

９月 東京都渋谷区渋谷に渋谷支店を開設

10月 大阪市中央区難波に難波支店を開設

平成10年６月 職業紹介事業部（現人材紹介部）を新設し、有料職業紹介事業を開始

平成11年６月 日本証券業協会に一般人材派遣会社として最初に株式店頭公開

10月 株式会社コンピュータパックの株式を取得（出資比率72.1％)

平成13年５月 株式会社コンピュータパックの全株式を取得、100％子会社化 

フジスタッフグループと戦略的業務提携

８月 商号を株式会社プロフェシオに変更

平成14年10月 株式会社フジスタッフと合併し、商号を株式会社フジプロフェシオに変更

平成15年３月 本部機能を、東京都千代田区丸の内に移転

平成15年８月 商号を株式会社フジスタッフに変更し、本社を東京都千代田区丸の内に移転

平成16年１月 米国Management Recruiters International, Inc.と業務提携 

100％子会社の株式会社エム・アール・アイ・ジャパンを通して人材紹介事業での日本における

マスターフランチャイズ権を取得

４月 株式会社エム・アール・アイ・ジャパン業務開始

10月 財団法人日本情報処理開発協会の認定によりプライバシーマークを取得

11月 大阪市北区梅田に関西支社を開設、大阪支店を同支社内に移転

12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場

平成18年４月 連結子会社、株式会社アイネクストを東京都千代田区に設立

10月 株式会社アステージ（東京都中央区）の株式を取得し、連結子会社化

11月 当社及び株式会社アイライン（栃木県宇都宮市）は共同して株式移転により完全親会社となる持

株会社（フジスタッフホールディングス株式会社）を設立することを取締役会で決議し、株式移

転契約書を締結

平成19年１月 当社及び株式会社アイラインの臨時株主総会において株式移転による持株会社設立を承認



３ 【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社及び連結子会社４社によって構成されており、総合

人材サービス企業として人材派遣業を中心に業務請負事業、人材紹介事業、紹介予定派遣事業等の各種人

材関連サービス事業を営んでおります。 

当社グループの事業系統図は、以下のとおりであります。 

  
 

  

  



(1) 人材派遣事業における当社グループ、派遣先企業及び派遣労働者の関係は次のとおりであります。 

  

 

  
  

(2) 請負事業における当社グループ、クライアント及び従業員・派遣労働者の関係は次のとおりであり

ます。 

  

 

  
  

  



４ 【関係会社の状況】 

  

 
(注) １ 上記子会社は、特定子会社に該当しません。 

２ 上記子会社は、いずれも有価証券届出書または有価証券報告書を提出しておりません。 

  

５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

事業の種類別セグメント情報を記載していないため、会社別の従業員の状況を示すと次のとおりであ

ります。 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者は除き、グループ外からの出向者を含む）

であり、臨時従業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

２ 従業員数が前連結会計年度末に比べて増加した理由は、新規採用及び臨時従業員を正社員に登用したことに

よります。 
  

(2) 提出会社の状況 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時従

業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 従業員数が前事業年度末に比べて増加した理由は、新規採用及び臨時従業員を正社員に登用したことにより

ます。 
  

(3) 労働組合の状況 

当社グループには労働組合はありません。労使関係につきましては良好であります。 

名称 住所
資本金 
(千円)

主要な事業の
内容

議決権の
所有(被所有)割合

関係内容
所有割合
(％)

被所有割合
(％)

(連結子会社)

株式会社コンピュータパック 東京都渋谷区 100,000
コンピュータ要
員の派遣

100.0 －
人材を派遣しております。
役員の兼任………有

株式会社エム・アール・ 
アイ・ジャパン

東京都千代田区 100,000
人材紹介事業・
ヘッドハンティ
ング

100.0 －

当社より資金の貸付をして
おります。 
人材を派遣しております。 
役員の兼任………有

株式会社アイネクスト 東京都千代田区 100,000
求人サイトの運
営

100.0 － 役員の兼任………有

株式会社アステージ 東京都中央区 100,000
人材紹介派遣・
添乗員派遣

100.0 －
当社より資金の貸付をして
おります。 
役員の兼任………有

会社別 従業員数(名)

連結財務諸表提出会社 632（152)

株式会社コンピュータパック 329（ 15)

株式会社エム・アール・アイ・ジャパン 20（ 5)

株式会社アイネクスト －（ 10)

株式会社アステージ 22（ 1)

合計 1,003（183)

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円)

632（152) 31.6 4.2 4,390,702



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費、企業の設備投資ともに引き続き堅調に推移し、こ

れまで戦後最大であったいざなぎ景気を期間において上回る長期拡大となっております。大企業はもと

より中小企業に至るまで企業は設備投資に前向きであり、個人消費の拡大とあわせ全般的に順調な成長

を続けています。 

雇用情勢につきましては、持続的な景気拡大や企業収益の改善を背景に雇用の不足感が一段と強まっ

てきており、平成19年３月の日銀短観では雇用人員判断指数が大企業製造業でマイナス７となるなど、

人員の不足感は人手不足感が高かったバブル崩壊直後の90年代前半の水準となっています。 

 人材ビジネス市場全般においては人材派遣を中心に強い需要が続いており、さらに企業の正社員雇用

の積極化を背景に人材紹介、紹介予定派遣や新卒派遣の需要が拡大しております。反面、新規登録スタ

ッフを確保することが業界全体の課題となっております。 

このような環境のもと、当社グループは企業からの案件受注が好調さを持続しており、主力の人材派

遣と業務請負が順調に推移し、当連結会計年度の売上高は47,600百万円（前連結会計年度比9.4％増）

となりました。 

利益面につきましては、人材派遣及び業務請負が拡大しましたが、経営統合関連やＣＭ放送等の一過

性費用及び新規連結子会社による費用がかさんだ結果、経常利益1,071百万円（前連結会計年度比

19.1％減）となりました。特別損益では、投資有価証券評価損などがあり、当期純利益497百万円（前

連結会計年度比30.2％減）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、前連結会計年度末に比

べ800百万円減少し、当連結会計年度末には1,669百万円となりました。 

・営業活動によるキャッシュ・フロー 

営業活動の結果得られた資金は964百万円（前連結会計年度比4.4％減）となりました。収入の主な内

訳は税金等調整前当期純利益904百万円、仕入債務及び未払費用の増加額396百万円であり、支出の主な

内訳は法人税等の支払額802百万円であります。 

・投資活動によるキャッシュ・フロー 

投資活動の結果使用した資金は412百万円（前連結会計年度比3.5％減）となりました。これは、主に

定期預金の預入れと新規連結子会社株式取得によるものであります。 

・財務活動によるキャッシュ・フロー 

財務活動の結果使用した資金は1,552百万円（前連結会計年度比680.3％増）となりました。これは、

主に長期借入金の返済や配当金の支払によるものであります。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当社グループの主たる業務であります「人材派遣、業務請負、人材紹介等人材関連事業」は、提供す

るサービスの性格上、生産実績の記載に馴染まないため、当該記載を省略しております。 

  

(2) 受注状況 

当社グループは受注生産を行っておりませんので、受注状況の記載事項はありません。 

  

(3) 販売実績 

当社グループは「人材派遣・業務請負・人材紹介等人材関連事業」の単一事業であるため、事業の種

類別セグメント情報の記載を省略しております。 

ａ 売上高の内訳は次の通りであります。 

  

 
(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２ 人材紹介業務の中に株式会社エム・アール・アイ・ジャパンの売上が、その他の業務の中に株式会社コンピ

ュータパックならびに株式会社アイネクストの売上がそれぞれ含まれております。また株式会社アステージ

の売上は、各々の業務の種類に分けて含めております。 

  

ｂ 地域別売上高は、次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 営業部・支店の所在する地域によって区分しております。 

２ 上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

業務の種類

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

金額(千円) 前年同期比(％)

人材派遣業務 41,391,304 +9.4

 (一般・ＯＡ関係) 22,562,832 +15.6

 (財務・法務・専門事務系) 2,209,675 +5.5

 (バイリンガル事務系) 1,053,935 △20.6

 (ＩＴ・テクニカル系) 5,416,632 △1.6

 (営業・販売関係) 7,961,676 △0.2

 (その他) 2,186,552 +55.5

業務請負業務 3,117,919 +10.6

人材紹介業務 704,879 +2.6

その他の業務 2,386,287 +10.4

合計 47,600,391 +9.4

地域

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

売上高(千円) 構成比(％) 前年同期比(％)

北海道・東北 4,140,819 8.7 +12.6

東京(23区) 13,819,045 29.0 +4.6

関東(除く東京23区) 16,384,557 34.4 +8.2

名古屋・東海・北陸 2,497,739 5.3 +9.8

近畿 7,180,054 15.1 +9.3

中国・四国・九州 3,578,174 7.5 +36.2

合計 47,600,391 100.0 +9.4



(4) 連結財務諸表提出会社の新規派遣登録者数、派遣登録者数累計及び稼動中の派遣労働者数(月末平均)

の状況は次のとおりであります。 

  

 
  

３ 【対処すべき課題】 

①派遣スタッフ確保 

顧客企業のニーズにお応えするためには、派遣スタッフに選ばれる人材派遣会社となり、求められる

スキルレベルの派遣スタッフを安定的に確保することが、重要な経営課題であると認識しております。

派遣スタッフの満足度向上とスキルアップを中心とした各種施策を積極的に展開します。 

 ⅰ．充実したお仕事情報 

 派遣スタッフの求める多様なニーズに対応して、幅広い業種の顧客企業からご注文いただく多種多様

なお仕事の中から、希望条件にマッチしたお仕事情報を提供します。営業のスキルレベルの更なる向上

を図り安定的に魅力のあるお仕事案件を確保するとともに、効果的な募集施策展開により新規登録者を

増加させます。さらに今期は派遣スタッフの新規登録時の最適なお仕事紹介を可能にする新システム

「ジョブサーチャー」をリリースし、登録スタッフに「働きたくなるお仕事情報」を「働きたいとき」

に提供することで、マッチング率の向上を図ります。 

ⅱ．スキルアップサポート 

 派遣スタッフのスキルアップは顧客企業のニーズに対応するだけでなく、派遣スタッフ本人の収入レ

ベル向上とライフプラン設計のために欠かせません。当社では、ＯＡ研修施設「フジビジネススクー

ル」を全国８ヵ所に配置し、充実したＯＡスキルアップサポート体制を敷いております。 

 また、ＣＡＤエンジニア等を派遣する「エンジニア派遣事業」は今後も需要の拡大が見込める高収益

部門ですが、ＣＡＤエンジニアは慢性的な不足状態が続いています。そこで当社では独自のＣＡＤエン

ジニア養成スクール「フジＣＡＤアカデミー」を全国３ヵ所（宇都宮、新宿、福岡）に配置し、ＣＡＴ

ＩＡ技術者を中心に多くの技術者を育成し派遣しております。 

 ⅲ．カウンセリングサポート 

 ＥＡＰ（メンタルケアを中心とした従業員支援プログラム）を導入するとともに、全国の支店にキャ

リアカウンセラーを配置し、充実した総合カウンセリングを提供できる体制となっております。 

 ⅳ．福利厚生 

 社会保険適用該当者の社会保険加入率は100％ですが、当社の派遣スタッフは関東ＩＴソフトウエア

健康保険組合（http://www.its-kenpo.or.jp/）の充実した福利厚生サービスを享受できます。また、

派遣スタッフ向けポイントサービス「ＦｕｊｉＣａ！Ｐｏｉｎｔ（フジカポイント）」により、様々な

サービスを受けることができます。他社にはない充実した福利厚生を提供することで、より一層の派遣

スタッフ満足度向上を図ります。 

②労働市場の変化に対する取り組み 

少子高齢化や団塊世代の大量退職による労働力・生産人口の減少への中長期的な対応として、女性の

労働力の活用に焦点を当て、他社に先駆けた女性社会復帰支援の取り組みである「ff-ＷＯＭＡＮプロ

期

新規派遣登録者数 派遣登録者数累計
稼動中の派遣労働者数 

(月末平均)

男性 
(人)

女性 
(人)

合計 
(人)

男性
(人)

女性
(人)

合計
(人)

男性
(人)

女性 
(人)

合計
(人)

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

8,937 36,071 45,008 58,229 186,167 244,396 3,643 15,398 19,041

第28期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

8,935 37,117 46,052 67,164 223,284 290,448 3,638 16,229 19,867



ジェクト」を推進しています。 

認可外託児所との提携や保育料補助制度等の子育てと仕事の両立をサポートする体制の充実を図ると

ともに、業界初の託児サービス付登録会を開催する等の活動がマスコミにも取り上げられ、「ff-ＷＯ

ＭＡＮプロジェクト」の認知度が高まりました。 

 その結果、子育てをしながら就業する30代、40代の女性派遣スタッフ数は順調に増加しております。

③適正利益の確保 

上記の通り、少子高齢化等の労働市場の変化等の影響によるコストアップ、および、平成16年の年金

制度改革による、厚生年金保険料会社負担分の料率逓増（平成29年まで毎年0.177％ずつ引き上げられ

る）は、対処せねばならない人材ビジネス業界全体の課題となっています。 

当社としましては、新規登録者を確保する施策を充実させる一方、派遣スタッフ募集に直接かかるコ

スト管理を徹底し、派遣スタッフ確保のためのコスト抑制を図ります。また、新規取引開始時の適正利

ざや確保と、既存取引の請求単価引き上げ交渉を徹底するとともに、子会社を中心とした新規ビジネス

の拡大により当社グループ全体の適正利益を確保します。 

  

４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影

響を及ぼす可能性のある事項には、当連結会計年度末現在において以下のようなものがあります。 

(1) 外的要因等について 

①市場動向について 

人材ビジネス市場を取り巻く環境は、企業の景気回復基調がある中でのテンポラリーな雇用形態の需

要拡大や人材活用策の多様化による雇用ミスマッチ解消が確実に進むことが予想されます。一方で当社

が主力とする一般労働者派遣事業（人材派遣事業）については、許可事業所数（同業社の支店・営業所

等の全事業所数）も平成17年６月の外部調査では既に15,000件（厚生労働省推定）を超える水準にあ

り、新規参入や既存派遣業の拠点数拡大など年率２桁推移での増加傾向が続いている状況にあります。

また、平成16年３月の改正労働者派遣法施行による、ソフトウェア開発等の政令で定める業務（いわ

ゆる「26業務」）の派遣期間制限撤廃、26業務以外の派遣期間の最長１年から３年への拡大、製造業の

生産工程への労働者派遣の解禁（平成19年２月末までは最長１年／平成19年３月以降は最長３年）など

の規制緩和により、人材ビジネス市場の規模拡大の期待感がますます高まっております。 

こうした中、大手人材派遣業は、人材派遣事業・アウトソーシング事業・人材紹介事業などの総合人

材サービス志向が高まる傾向にあり、さらに構内製造業務請負業界とのビジネスの業界領域も薄れる可

能性があります。 

当社としましては、営業・販売、ＣＡＤ・研究開発、ＩＴテクニカル、金融といった専門性の高い分

野を強化するとともに、各地方主要拠点での地域密着型の営業展開を行い、競争力の確保に努めており

ますが、市場の競争がさらに激化した場合、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

②法的規制について 

当社が属する人材ビジネス事業においては、主に「労働者派遣法」等の法的規制を受けております。

今後、上記記載のとおり、規制緩和が一層進むことが予想されますが、万一法的規制が強化された場

合には当社の事業に制限が加わる可能性があります。 

③社会保険（健康保険・厚生年金保険）の加入及び料率改定の影響について 

社会保険適用事業所が社員を雇用する場合、健康保険法第13条の２及び厚生年金保険法第12条によ

り、社会保険に加入させる義務があります。この点につきまして、当社の雇用する派遣労働者は、社会

保険適用該当者全員が加入しております。 



なお、社会保険料の料率改定が実施された場合には、派遣労働者の雇用事業主である当社にも負担が

発生し、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2) 個人情報の取扱について 

総合人材サービス業を営む当社は、派遣登録者を始めとする大量の個人情報を取り扱っております。

当社では、平成16年２月より、個人情報保護に関するコンプライアンス・プログラムを全社的に施行

し、平成16年10月には（財）日本情報処理開発協会の認定によりプライバシーマークを取得いたしまし

た。これにより個人情報の受入から保管・利用・廃棄に至る各プロセスにつき取扱基準を明確に定める

とともに、システムに対するアクセス権限の厳格化、内部監査の充実化など、万全の情報セキュリティ

体制を確立しております。 

このコンプライアンス・プログラムを適切に運用していくことにより、当社では個人情報が漏洩する

危険性は極めて低いと考えておりますが、万一、何らかの原因により個人情報が外部に漏洩するような

事態が発生した場合には、当社に対する社会的信用の低下による売上の減少、または損害賠償による費

用の発生等が起こることも考えられ、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(3) 財務要因について 

①資産保有リスクについて 

当社グループでは社員寮（東京都新宿区）、宇都宮支店（栃木県宇都宮市）などの不動産、投資有価

証券等の資産を保有しております。このため、時価の変動等により、当社グループの業績及び財政状態

に影響が出る可能性があります。 

②税効果会計の適用について 

当社グループは、５年以内に回収可能と見込まれる金額を繰延税金資産として計上しております。繰

延税金資産の回収可能見込額は、将来の課税所得のほか様々な予測・仮定に基づいており、実際の結果

がかかる予測・仮定とは異なる可能性があります。特に当社または当社グループの将来の業績が計画を

大きく下回り繰延税金資産の一部が回収できなくなった場合、当社グループの業績に悪影響を及ぼす可

能性があります。 

(4) ストックオプションと株式の希薄化について 

当社は、役員及び従業員の会社業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的にストックオプショ

ン制度を導入しております。 

ⅰ．平成17年６月24日開催の定時株主総会の特別決議に基づき、当社取締役・執行役員及び当社従業

員に対して合計599,000株（平成19年３月31日現在未行使の新株予約権529,500株）を付与しておりま

す。（行使期間：平成19年７月１日～平成22年６月30日） 

平成19年３月31日現在、新株予約権に関する潜在株式は、同日現在発行済株式総数39,375,180株の

1.3％に相当しております。 

これは役員および従業員の収益貢献意識を高めて既存株主に対する一層の利益還元に繋がる施策と認

識しておりますが、現在付与している新株予約権に加えて、今後新株予約権が付与され行使が行われた

場合、株式価値の希薄化が生じる可能性があります。 

(5) 訴訟リスクについて 

当社の主力事業である一般労働者派遣事業（人材派遣事業）におきましては、多数の派遣労働者が

様々な企業の様々な職種に従事しておりますとともに、日常事業活動において数多くの企業と取引を行

っております。 

派遣労働者に対しましては、派遣元として適切な技術訓練を施すとともに、各人の能力・適性に合っ

た就業機会の確保に努め、また、就業にあたっては、就業規則を明示のうえ派遣先での就業を全うする

ための教育を徹底しておりますが、間口の広い事業の性質上、労務上のみならず、取引先とのトラブル



が発生する可能性は否定できず、万一、事業活動の上で訴訟等の問題に発展した場合には、損害賠償

による費用等の発生により、当社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

５ 【経営上の重要な契約等】 

当社は、平成18年11月13日開催の取締役会において、平成19年４月２日を期日として株式移転により、

株式会社アイライン（以下「アイライン」）と共同して持株会社、フジスタッフホールディングス株式会

社を設立することを決議し、同日、アイラインと株式移転計画を作成いたしました。また、当該株式移転

による持株会社設立については、平成19年１月24日開催の臨時株主総会において承認されました。なお、

アイラインにおきましても、平成19年１月23日開催の臨時株主総会において、当該株式移転による持株会

社設立につき承認を受けております。 

この結果、当社は平成19年４月２日に株式移転の方法により、共同して完全親会社となる持株会社を設

立し、当社及びアイラインはその完全子会社となりました。 

株式移転の概要は、次のとおりであります。 

(1) 持株会社設立の目的 

当社とアイラインは双方の企業資源を共有・活用した効率的経営を行うことにより、企業規模・価値に

おいて人材ビジネス業界のトップ集団と目される企業を目指すことを目的とします。両社の取引先を共有

することによる求職者へのマッチング機会の向上と売上増強を図るとともに、スケールメリットと管理部

門の共通化による事業運営ノウハウ共有とコストシナジーを追求します。 

(2) 株式移転比率 

持株会社は、株主移転期日の前日最終の当社およびアイラインのそれぞれの株主名簿（実質株主名簿を

含む）に記載された株主（実質株主を含む）に対して、その所有する当社普通株式100株に対し持株会社

の普通株式１株を、アイライン普通株式１株に対し持株会社の普通株式4.3株をそれぞれ割り当てます。 

また、株式移転により発生した端株については現金による買取を行っております。 

(3) 新会社（持株会社）の上場申請に関する事項 

持株会社は、平成19年４月２日に株式会社ジャスダック証券取引所へ新規上場しております。また、株

式移転に伴い、当社がジャスダック証券取引所に上場していた普通株式は、平成19年３月26日をもって上

場廃止となっております。 

(4) 新会社（持株会社）の概要 

①商号 フジスタッフホールディングス株式会社（英文名 FujiStaff Holdings, Inc.） 

②事業内容 

人材派遣事業、製造アウトソーシングを主として行う子会社の株式を保有することにより当該子会社

の事業活動を支配・管理すること 

③本店所在地 東京都千代田区丸の内１－11－１パシフィックセンチュリープレイス丸の内 

④資本金 20億円 

(5) 共同して持株会社を設立するアイラインの概要（平成19年３月31日現在および平成19年３月期) 

①商号 株式会社アイライン 

②事業内容 請負事業・人材派遣事業 

③本店所在地 栃木県宇都宮市東簗瀬１－28－14 

④代表者 代表取締役会長 増山浩史   代表取締役社長 井上守 

⑤資本金     250,000千円 

⑥発行済株式総数  80,000株 

⑦従業員数       1,180名 



⑧売上高   38,230,033千円 

⑨当期純利益  705,630千円 

⑩総資産   11,223,777千円 

⑪純資産   1,630,902千円 

  

６ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

  

７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は、以下のとおりであります。 

(1) 財政状態の分析 

（流動資産） 

当連結会計年度末における流動資産の残高は8,099百万円となり、340百万円減少しました。主とし

て、配当金の支払や借入金の返済などに伴い現金及び預金が600百万円減少したことによります。 

（固定資産） 

当連結会計年度末における固定資産の残高は4,426百万円となり、78百万円減少しました。主とし

て、前連結会計年度末に計上したアイネクスト株式（平成18年４月３日設立の新規連結子会社に対する

新株式払込金200百万円）が、当連結会計年度に連結の範囲に含まれたことなどによります。 

（流動負債） 

当連結会計年度末における流動負債の残高は6,643百万円となり、318百万円増加しました。これは、

主としてスタッフ給与支給の増加に伴う未払費用の増加によるものであります。 

（固定負債） 

当連結会計年度末における固定負債の残高は565百万円となり、419百万円減少しました。主として長

期借入金の減少と、社債が一年内返済予定社債（流動負債）に振り返られたことなどによります。 

（純資産） 

当連結会計年度末における純資産の残高は5,317百万円となり、316百万円減少しました。当期純利益

497百万円を計上したものの、期末配当金・中間配当金616百万円の支払があったことなどが要因です。

また自己資本比率は、前連結会計年度末の43.5％から42.4％となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの分析 

当連結会計年度における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ800百万円減少し、当連結

会計年度末には1,669百万円となりました。 

なお、営業活動、投資活動、財務活動別のキャッシュ・フローの分析については、１〔業績等の概

要〕 (2) キャッシュ・フローの状況の項目をご参照ください。 
  

  

(3) 経営成績の分析 

当連結会計年度における売上高は47,600百万円（前連結会計年度比9.4％増）、営業利益は1,066百万

円（前連結会計年度比18.0％減）、経常利益は1,071百万円（前連結会計年度比19.1％減）、当期純利

益は497百万円（前連結会計年度比30.2％減）となりました。 

売上高の分析につきましては、以下のとおりです。 

（人材派遣・請負業務） 

当社グループの主力である人材派遣業務の売上高は41,391百万円（前連結会計年度比9.4％増）とな



りました。企業の種類別では、製造業、情報通信業、建設業、官公庁・医療福祉など全般的な需要が

引き続き拡大しています。 

また、派遣スタッフの職種別では、一般・ＯＡ関係や専門事務系が好調に伸びており、さらに需要の

拡大するＣＡＴＩＡ技術者等の技術者派遣の積極対応、ｆｆプロジェクトの推進による「お母さんスタ

ッフ」の派遣人数増加等も増収に寄与しております。 

業務請負業務においては、官公庁からの委託業務及びカスタマーセンター並びに試験監督業務の拡大

に伴い売上高は3,117百万円（前連結会計年度比10.6％増）となりました。 

また、派遣スタッフの募集面では、当社ホームページ「キャリア・ラボ」を通じた登録関連Ｗｅｂ機

能の拡充によるスタッフ募集の効率化やタイムリーなお仕事情報の提供、そして７月より開始した派遣

スタッフ向けポイントサービス「ＦｕｊｉＣａ！Ｐｏｉｎｔ（フジカポイント）」の効果により、新規

登録者数は前連結会計年度45,008人から当連結会計年度46,052人（前連結会計年度比2.3％増）となり

ました。また、派遣スタッフの稼働者数（月平均派遣人数）は前連結会計年度19,041人から当連結会計

年度19,867人（前連結会計年度比4.3％増）となり、新規登録者、派遣スタッフ稼働数共に順調に増加

しております。 

（人材紹介業務） 

企業業績の回復に伴う正社員採用が引き続き旺盛な中、人材紹介業務の売上高は704百万円（前連結

会計年度比2.6％増）となりました。特にフジスタッフによる紹介及び紹介予定派遣からの紹介料拡大

により増収となりました。 

（その他の業務） 

その他の業務の売上高は、2,386百万円（前連結会計年度比10.4％増）となりました。当該業務につ

きましては、連結子会社の株式会社コンピュータパックの売上が主なものであり、同社の業績が順調に

推移したことにより増収となりました。他には教育事業（ビジネススクール、ＣＡＤアカデミー等）な

どが含まれております。 

利益面につきましては、人材派遣業務及び業務請負業務が拡大しましたが、経営統合関連やＣＭ放送

等の一過性費用及び新規連結子会社による費用がかさみ、また特別損益では、投資有価証券評価損等な

どがあり減益となりました。 

  

(4) 今後の方針 

2004年３月の派遣法改正による製造業派遣の解禁や派遣期間の延長に伴い順調に市場が拡大する一

方、景気の本格的な回復基調が進む中で、正社員を中心とした長期安定型の人材確保と、労働市場の流

動化に伴い非正社員を積極活用する動きは引き続き加速することが予想されます。従いまして、当面は

人材派遣市場規模の拡大基調の持続を見込んで、人材派遣業務を主軸として引き続き売上高の成長ライ

ンを果敢に攻めてまいります。 

今後の事業戦略につきましては、派遣スタッフの募集登録強化施策、定着率増加施策を引き続き実施

するとともに、業容拡大に向けた拠点拡大・営業人員増員などの営業戦略投資に資本を効率的に投下

し、既存事業の強化を図ってまいります。また、派遣スタッフの適正給与確保のために引き続き顧客企

業との適正価格交渉に取り組みます。 

さらに、今回の経営統合において、フジスタッフおよびアイラインの両社で顧客情報・スタッフ情

報・事業ノウハウの共有化を進めることにより売上・収益の拡大を図ってまいります。 

  

（注）今後の方針に記載した事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。 



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度における設備投資総額は163百万円であり、主なものは当社における事務所の新設・移

転・改装費用27百万円、フジカポイント導入費用26百万円、スキルチェックシステム導入費用25百万円、

事業譲受25百万円であります。 

  

２ 【主要な設備の状況】 

当社グループは、「人材派遣・業務請負・人材紹介等人材関連事業」の単一事業であるため、事業の種

類別セグメント情報の記載を省略しており、設備の状況についても全体の設備状況を記載しております。

当社グループにおける主要設備は、以下のとおりであります。 

(1) 提出会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ ※１以外の建物につきましては賃借しております。 

２ 総事業所の年間賃借料は643百万円であります。 

３ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、金額には消費税等を含んでおりません。 

４ 現在休止中の主要な設備はありません。 

５ 上記の他、主要な賃借及びリース設備はありません。 

６ 従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者は除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時従

業員数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しています。 

  

事業所名 
(所在地)

設備の内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

東京本社 
(東京都千代田区)

施設設備 32,377 － － 10,883 43,261
89

（13)

銀座支店 
(東京都中央区)

施設設備 15,557 － － 142 15,699
36
（9)

新宿支店 
(東京都新宿区)

施設設備 8,643 － － 4,480 13,123
27
（6)

渋谷支店 
(東京都渋谷区)

施設設備 738 － － 236 975
29
（4)

宇都宮本社 
(栃木県宇都宮市)  ※１

施設設備 245,983 2,001
256,634
（1,863)

48,731 553,350
51

（16)

西那須野支店 
(栃木県那須塩原市) ※１

施設設備 152,951 －
51,258
（658)

560 204,770
7

（3)

名古屋支店 
(名古屋市中村区)

施設設備 662 － － 116 778
14
（5)

関西支社 
(大阪市北区)

施設設備 16,992 － － 3,693 20,686
43

（19)

宇都宮第２ビル 
(栃木県宇都宮市)  ※１

賃貸物件 116,126 －
84,295
（572)

60 200,482
－

（－)

清原寮 
(栃木県宇都宮市)  ※１

厚生設備 9,600 －
12,773
（492)

73 22,447
－

（－)

アトリウム神楽坂 
(東京都新宿区)   ※１

厚生設備 281,274 －
985,077
（466)

－ 1,266,352
－

（－)



(2) 国内子会社 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品であり、金額には消費税等を含んでおりません。 

２ 建物を賃借しており、年間賃借料は52百万円であります。 

３ 現在休止中の主要な設備はありません。 

４ 上記の他、主要な賃借及びリース設備はありません。 

５ 従業員数の( )は、臨時従業員数を外書しております。 

  

(3) 在外子会社 

該当事項はありません。 

  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

当社グループの当連結会計年度末における重要な新設・改修等に係る設備投資計画はありません。 

  

会社名
事業所名 
(所在地)

設備の 
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び

構築物
機械装置
及び運搬具

土地
(面積㎡)

その他 合計

㈱コンピュータ 
パック

本社 
(東京都渋谷区)

施設設備 3,023 － － 1,508 4,531
329
(5)

館山保養地 
(千葉県館山市)

厚生施設
用地

－ －
－

(646)
－ －

－
(－)

㈱エム・アール・ 
アイ・ジャパン

本社 
(東京都千代田区)

施設設備 5,976 － － 4,863 10,840
20
(4)



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注）１  当社株式は、平成19年３月26日付でジャスダック証券取引所への上場が廃止となっております。なお、平成

19年４月２日に当社の完全親会社として設立されたフジスタッフホールディングス株式会社は、同日付でジ

ャスダック証券取引所に上場いたしました。 

２ 「提出日現在発行数」欄には、平成19年６月１日以降提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 143,100,720

計 143,100,720

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成19年３月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成19年６月26日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 39,375,180 39,375,180 非上場 －

計 39,375,180 39,375,180 － －



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は次のとおりであります。

株主総会の特別決議(平成17年６月24日) 

 
(注) １ 新株予約権１個につき目的となる株式数は100株であります。 

２ 権利行使の条件に該当しなくなり、行使の行われなくなった新株予約権の数（株式の数）695個（69,500

株）が含まれています。 

事業年度末現在
(平成19年３月31日)

提出日の前月末現在 
(平成19年５月31日)

新株予約権の数(個) 5,990
(注１)
(注２)

       －

新株予約権のうち自己新株予約権の数
(個)

        －          －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式        －

新株予約権の目的となる株式の数(株) 599,000 (注２)         －

新株予約権の行使時の払込金額(円)
40,100

(１株当たり 401)
(注３)        －

新株予約権の行使期間
平成19年７月１日～
平成22年６月30日

       －

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
(円)

     発行価格  401
     資本組入額   201

       －

新株予約権の行使の条件 (イ)対象者として新株予約権を付

与された者は、新株予約権行使

時において当社もしくは当社子

会社の取締役、執行役員または

従業員であることを要します。

(ロ)対象者として新株予約権を付

与された者のうち、取締役また

は執行役員であった者に関して

は、在任中に特に功労があった

として取締役会が新株予約権の

継続保有・行使を相当と過半数

の承認をもって認める場合に

は、上記(イ)の地位を失った後

も新株予約権を行使することが

できるものとします。

(ハ)対象者として新株予約権を付

与された者が死亡した場合は、

相続人はこれを行使することが

できないものとします。

(ニ)その他の細目については平成

17年６月24日開催の取締役会決

議に基づき、当社と対象者との

間で締結される新株予約権付与

契約の定めるところによりま

す。

       －

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権の譲渡、質入れその他

の一切の処分及び相続は認められ

ないものとします。

       －

代用払込みに関する事項                －               －

組織再編行為に伴う新株予約権の交付に 

関する事項
               －               －



３ 新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合は、次の算式により行使価格を調整し、調整

により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

 
また、新株予約権発行日後に、時価を下回る価格で新株の発行（新株予約権の行使による新株を発行する場

合を除く）を行う場合は、次の算式により行使価格は調整され、調整による１円未満の端数は切り上げま

す。 

 
４ 組織再編行為に伴う新株予約権の承継に関する事項 

平成19年１月24日開催の当社臨時株主総会における承認に基づき（第１号議案「株式移転による完全親会社

の設立の件」）、平成19年４月２日以降、フジスタッフホールディングス株式会社へ承継されております。

  

(3) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注）１ 平成14年６月26日開催の定時株主総会における資本準備金減少決議に基づき、その他資本剰余金へ自己株式

の取得を目的として振替いたしました。 

２ 平成14年10月１日付にて株式会社フジスタッフを被合併会社とし、株式会社フジスタッフの株式１株に対し

て当社の株式を2,100株の割合で合併いたしました。 

３ 株式分割（１：３）によるものであります。 

４ 新株予約権行使により、新株式を発行したことによるものであります。 

  

(5) 【所有者別状況】 

平成19年３月31日現在 

 
(注) １ 自己株式は「個人その他」に10,837単元「単元未満株式の状況」に80株含まれております。 

２ 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が34単元含まれております。 

調整後行使金額＝調整前行使価格×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株当たりの払込金額

調整後行使価格＝調整前行使価格×
新規発行前株価

既発行株式数＋新規発行株式数

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成14年７月29日 
(注)１

－ 8,775,060 － 927,497 △200,000 1,123,099

平成14年10月１日 
(注)２

3,150,000 11,925,060 72,502 1,000,000 124,146 1,247,245

平成17年１月20日 
(注)３

23,850,120 35,775,180 － 1,000,000 － 1,247,245

平成17年12月９日 
(注)４

3,600,000 39,375,180 658,274 1,658,274 653,100 1,900,345

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)

単元未満
株式の状況

(株)
政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

－ 13 8 45 25 2 6,078 6,171 －

所有株式数 
(単元)

－ 49,783 2,033 62,218 22,631 3 257,079 393,747 480

所有株式数 
の割合(％)

－ 12.6 0.5 15.8 5.8 0.0 65.3 100.0 －



(6) 【大株主の状況】 
平成19年３月31日現在 

 
  

(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成19年３月31日現在 

 
(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が3,400株（議決権34個）含まれ

ております。 

  

② 【自己株式等】 
平成19年３月31日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

株式会社アイライン 栃木県宇都宮市東簗瀬１丁目28－14 5,175 13.1

増 山 律 子 栃木県宇都宮市 4,124 10.5

増 山 瑞比古 栃木県宇都宮市 3,511 8.9

増 山 郁 夫 栃木県宇都宮市 2,457 6.2

株式会社足利銀行 栃木県宇都宮市桜４丁目１－25 1,698 4.3

株式会社栃木銀行 栃木県宇都宮市西２丁目１－18 1,200 3.1

江 口   隆 東京都渋谷区 705 1.8

エー・アンド・アイシステム株
式会社

東京都中央区日本橋箱崎町16－９ 594 1.5

ノーザン トラスト カンパニ
ー エイブイエフシー リ ノ
ーザン トラスト ガンジー 
アイリッシュ クライアンツ 
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店 カストディ業務部)

50 BANK STREET CANARY WHARF LONDON E14 
5NT,UK 
 
 
（東京都中央区日本橋３丁目11－１） 

533 1.4

ジブラルタ生命保険株式会社
（一般勘定株式D口）

東京都千代田区永田町２丁目13－10 524 1.3

計 － 20,523 52.1

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式(自己株式等) － － －

議決権制限株式(その他) － － －

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式    1,083,700

－ －

完全議決権株式(その他) 普通株式   38,291,000 382,910 －

単元未満株式 普通株式         480 － －

発行済株式総数 39,375,180 － －

総株主の議決権 － 382,910 －

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
株式会社フジスタッフ 
 

 
東京都千代田区丸の内 
１－11－１

1,083,700 － 1,083,700 2.8

計 － 1,083,700 － 1,083,700 2.8



(8) 【ストックオプション制度の内容】 

① 当社は新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しております。 

当該制度は、旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき、平成17年６月24日の定時株主総

会において決議されたものであります。 

当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
  

決議年月日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人数

当社取締役３名 

執行役員６名 

平成17年６月24日現在の当社従業員(正社員) 151名 

平成17年６月24日現在の当社従業員(契約社員) ５名

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2) 新株予約権等の状況」に記載しております。

株式の数(株) 同上

新株予約権の行使時の払込金額(円) 同上

新株予約権の行使期間 同上

新株予約権の行使の条件 同上

新株予約権の譲渡に関する事項 同上

代用払込みに関する事項 －

組織再編行為に伴う新株予約権の 
交付に関する事項

－



２ 【自己株式の取得等の状況】 

 
(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

会社法第155条第３号による取得 

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

旧商法第211条第６項並びに会社法第155条第７号による取得 

 
(注)  当期間における取得自己株式には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取に

よる株式数は含めておりません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

 
(注)  当期間における保有自己株式数には、平成19年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

による株式数は含めておりません。 

【株式の種類等】
会社法第155条第３号及び旧商法第211条第６項並びに会社法第155条第７号
による普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

取締役会(平成18年５月15日)での決議状
況(取得期間平成18年５月17日～平成18
年５月17日)

466,000 188,730

当事業年度前における取得自己株式 － －

当事業年度における取得自己株式 466,000 188,730

残存決議株式の総数及び価額の総額 － －

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) － －

当期間における取得自己株式 － －

提出日現在の未行使割合(％) － －

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 90 25

当期間における取得自己株式 － －

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

－ － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

－ － － －

その他（新株予約権の行使) 81,300 25,276 － －

保有自己株式数 1,083,780 － 1,083,780 －



３ 【配当政策】 

当社は、株主への利益還元を重要な経営課題と位置づけており、従来から業績連動型の配当政策を実施

しております。具体的には、配当性向30％以上を利益還元する目標値を設定し、今後もより多くの配当を

実施できるよう利益の最大化を目指します。 

当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本方針としております。 

これらの剰余金の配当の決定機関は、期末配当については株主総会、中間配当については取締役会であ

ります。 

当期についても順調に利益が確保できたことから、配当については１株当たり年間13円といたしまし

た。この結果、当期の配当性向は60.5％となりました。 

内部留保金につきましては、企業体質の強化ならびに中期的な視野での事業拡充のための重点的な施策

など企業価値向上のための投資に活用してまいりたいと考えております。 

当社は、「剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項については、法令に別段の定めがあ

る場合を除き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める」旨定款に定めております。 

なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。 

 
  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注）１ 最高・最低株価は、平成16年12月12日までは日本証券業協会におけるものであり、平成16年12月13日以降は

ジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、当社株式は、平成19年３月27日付で上場廃止とな

ったため、前日までの株価を記載しております。 

２ □印は、株式分割による権利落ち後の最高・最低株価を示しております。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注） 最高・最低株価はジャスダック証券取引所におけるものであります。なお、当社株式は、平成19年３月27日付

で上場廃止となったため、前日までの株価を記載しております。 

決議年月日
配当金の総額 
（千円）

１株当たり配当額
（円）

平成18年８月31日 
取締役会決議

229,302 6.0

平成19年６月26日 
定時株主総会

268,039 7.0

回次 第24期 第25期 第26期 第27期 第28期

決算年月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 平成19年３月

最高(円) 514 737
1,400
□450

525 464

最低(円) 212 260
722

□362
355 283

月別 平成18年10月 11月 12月 平成19年１月 ２月 ３月

最高(円) 346 323 320 327 319 322

最低(円) 312 283 284 295 294 288



５ 【役員の状況】 
  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
(千株)

取締役会長 増 山 瑞比古 昭和10年３月28日生

昭和60年２月 富士総合サービス株式会社（旧 

株式会社フジスタッフ）設立、代

表取締役社長

(注)４ 3,511

平成13年６月 当社取締役会長

平成14年６月 当社代表取締役社長

平成16年６月 当社代表取締役会長

平成19年４月 フジスタッフホールディングス株

式会社代表取締役会長（現任）

平成19年６月 当社取締役会長（現任）

取締役社長 
(代表取締役)

増 山 律 子 昭和17年１月16日生

昭和60年２月 富士総合サービス株式会社（旧 

株式会社フジスタッフ）設立

(注)４ 4,124

昭和62年11月 同社取締役副社長

平成13年６月 旧株式会社フジスタッフ代表取締

役社長

平成14年10月 当社取締役副社長

平成16年６月 当社代表取締役社長（現任）

平成19年４月 フジスタッフホールディングス株

式会社取締役副会長（現任）

取締役副社長 山 本 淳 子 昭和17年３月31日生

平成12年10月 富士総合サービス株式会社（旧株

式会社フジスタッフ）入社、大阪

支店関西地区推進部長

(注)４ 6平成14年10月 当社転籍、西日本営業部部長

平成15年６月 当社取締役営業本部副本部長

平成17年６月 当社常務執行役員関西統括部長

平成19年４月 当社取締役副社長（現任)

常務取締役 増 山 郁 夫 昭和35年12月８日生

昭和62年８月 富士総合サービス株式会社（旧株

式会社フジスタッフ）入社

(注)４ 2,457

平成13年６月 当社取締役

平成15年６月 当社専務取締役管理本部長

平成15年12月 株式会社エム・アール・アイ・ジ

ャパン代表取締役社長

平成19年６月 当社常務取締役（現任）

取締役 増 山 浩 史 昭和41年７月19日生

平成12年４月 富士アウトソーシング株式会社

（現 株式会社アイライン）入

社、専務取締役

(注)４ －

平成14年９月 同社代表取締役社長

平成18年６月 同社代表取締役会長 最高経営責

任者（CEO)（現任）

平成19年４月 フジスタッフホールディングス株

式会社代表取締役社長（現任）

平成19年４月 当社取締役（現任）

取締役 総務部長 今 井   明 昭和27年６月15日生

平成15年４月 当社入社、金融事業部長

(注)４ 4

平成16年６月 当社取締役管理本部長兼人事部長

平成17年６月 当社常務執行役員東京本社営業部

統括部長

平成18年６月 当社専務取締役営業本部長

平成19年４月 フジスタッフホールディングス株

式会社取締役総務人事部長（現

任）

平成19年６月 当社取締役総務部長（現任）

取締役 財務経理部長 松 本 秀 久 昭和27年６月１日生

平成12年２月 株式会社パソナソフトバンク（現 

株式会社フジスタッフ）入社、財

務経理部管理課課長

(注)４ 1
平成13年10月 当社財務経理部長

平成16年４月 当社執行役員財務経理部長

平成19年４月 フジスタッフホールディングス株

式会社財務経理部長（現任）

平成19年４月 当社取締役財務経理部長（現任）



 
(注) １ 代表取締役社長増山律子は取締役会長増山瑞比古の妻、常務取締役増山郁夫は取締役会長増山瑞比古の長

男、取締役増山浩史は取締役会長増山瑞比古の次男であります。 

２ 取締役川本一郎は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

３ 監査役長谷川修一及び菊元新二並びに小林寛は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

４ 取締役の任期は、平成19年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に係る定時株主総会終結

の時までであります。 

５ 監査役の任期は、長谷川修一については平成16年３月期に係る定時株主総会終結の時から平成20年３月期に

係る定時株主総会終結のときまで、菊元新二及び小林寛については平成19年３月期に係る定時株主総会終結

の時から平成21年３月期に係る定時株主総会終結の時までであります。 

６ 所有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。 

７ 当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各事業部の業務執

行機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るために執行役員制度を導入しております。 

  執行役員は深津雅史、堤ゆう子、上野敏明、吉渡剛で構成されております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(千株)

取締役 川 本 一 郎 昭和42年６月15日生

平成17年９月 株式会社アイライン入社

(注)４ －

平成18年４月 同社営業本部本部長付

平成18年７月 同社執行役員営業企画部部長

平成19年６月 同社取締役営業企画部部長（現

任）

平成19年６月 当社取締役（現任）

常勤監査役 長谷川 修 一 昭和10年１月21日生
平成13年５月 エイシーテック株式会社退社

(注)５ 7
平成16年６月 当社常勤監査役（現任）

監査役 菊 元 新 二 昭和23年８月19日生

平成17年６月 株式会社アイライン常勤監査役

（現任） (注)５ －
平成19年６月 当社監査役（現任）

監査役 小 林   寛 昭和23年８月21日生

平成19年４月 株式会社アイライン監査役（現

任） (注)５ －
平成19年６月 当社監査役（現任）

計 10,114



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

①基本方針 

当社は、人の「心」を軸に、「人にしてもらいたいと思うことを、人にもしなさい」という企業理念

のもと、ステークホルダー（利害関係者）の権益を守ることを経営の最重要課題と位置付け、さらなる

企業価値向上に向け、コーポレート・ガバナンス強化に積極的に取組んでおります。 

社内体制として、内部統制システムの構築を図るとともに、「経営の重要事項の決定機能及び監督機

能」と経営の透明性を確保し、コンプライアンスを重視した経営を推進します。また、この経営管理体

制に基づき適切かつ迅速な情報開示を実施します。 

②当社の経営体制 

当社の経営体制につきましては、以下のとおり、取締役は全社的視野に立った経営意思決定機能を担

い、また監査役が取締役会の職務執行をチェック・牽制することにより、より緊張関係を保った経営体

制構築を図っております。 

・取締役は、全社的視野に立った経営意思決定を行うポジションとして、経営方針ならびに重要事項

の決定、そして業務執行の監督を行い、経営全般にわたる責任を担います。 

・監査役は、経営監視機能を担い、取締役会をはじめ重要会議に積極的に参画し、意思決定プロセス

のチェックと経営全般にわたる職務執行に関する監査を行うものとします。 

・執行役員は、取締役会の決定に従い、代表取締役および取締役の指示のもと、各事業部門の執行責

任者として、業務執行に専念し執行責任を担うものとします。 

③ステークホルダーに対する取組み 

ａ．株主・投資家の皆様へ 

 企業価値の拡大に向け、コーポレートガバナンスを有効に機能させることが重要であると認識してお

ります。株主・投資家の皆様に対する会社情報の提供につきましては、公平性・透明性・継続性を基本

に、適時適正かつ積極的に取組みます。また、株主の皆様への利益還元は、重要な経営課題と位置付

け、業績を十分勘案しながら、株主資本コストを考慮し、利益配分を実施していく方針です。 

ｂ．企業・スタッフの皆様へ 

 営業担当者とコーディネーターが一体となり、「きめ細やかなスタッフサポート体制」を敷くこと

で、スタッフが安心して働ける就業環境を提供します。また、各種スクール・研修セミナー等によるス

キルアップの機会拡充や、働く女性を応援する「ｆｆプロジェクト」による就業促進のためのインフラ

整備等を通じて、スタッフが意欲的に仕事に取組むための支援体制を提供します。 

 企業様には、高い専門性と豊かな人間性を兼ね備え、「仕事力・人間力」をもつスタッフに対する就

業の場をご提供いただくことにより、結果として企業様の発展の一助になるものと考えております。 

④ＣＳＲへの取組み 

 大切な「人」を見つめ育てることができる世の中、さまざまな「働くこころ」が響き合う世の中を目

指すことが、活き活きと調和のとれた社会の実現につながるものと考えております。 

 このスローガンに基づき、チャレンジド（しょうがい者）支援事業やアフガニスタン支援活動（義足

募金活動や難民救援活動）などの社会貢献活動に全社をあげて取組んでおります。社員一人ひとりが企

業理念を自覚・実践し、社会組織の一員として、「活き活きとして調和のとれた社会の実現」を目指し

ます。 

  



 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

①会社の機関の内容 

ａ．取締役と執行役員の役割の明確化 

 当社は、的確な経営判断と機動的な業務執行を実現するために執行役員制度を導入しております。ま

た、「全社的視野に立った経営意思決定」を行う取締役と、「事業部門の業務執行」を行う執行役員の

責任権限を明確にするため、戦略意思決定機能と業務執行機能を分離させております。これによりボー

ド（取締役）とマネジメント（執行役員）の緊張関係を維持したガバナンス体制強化に努めておりま

す。 

ｂ．監査役制度の採用 

 監査役制度を採用し、現在３名体制で全員が社外監査役であります。それぞれの監査役につきまして

は独立した責務を遂行できる環境にあります。 

ｃ．取締役会及び監査役会等の重要な会議 

 取締役会 

 「取締役会」は、全社的視野に立った経営意思決定および業務執行の監督機能を本務に、月に１回以

上開催しており、重要な議題を諮る場合は臨時取締役会を随時開催しております。 

 監査役会 

 「監査役会」は、取締役会開催前に開催し（月１回以上）、取締役会議題について検証すると同時に

監査役間の意見交換を行っております。 

 コンプライアンス委員会 

 コンプライアンス体制、情報管理ならびにリスク管理体制については、対応協議機関として社長を委



員長とし関係部門責任者から構成される「コンプライアンス委員会」を月１回開催し、全社を挙げた組

織体制で取組んでおります。 

 予算委員会 

 企業の永続的事業運営（ゴーイング・コンサーン）の観点から、各期における経営ビジョン・事業方

針を達成するべく計数目標（ベンチマーク）である予算計画を審議する機関として「予算委員会」を毎

期開催しております。これにより目標達成に向けた確約の意識付けを全社的に浸透させて、各部門の実

行責任を明確にしております。 

 システム投資委員会 

 システム投資については、総合人材サービス業を営む当社においても効率かつ多様なサービスを提供

する上での重要な戦略投資と位置付けております。従いまして、システム開発等に関わる投資について

は、半期毎に「システム投資委員会」を開催し、投資案件の選別および投資対効果の検証を行い、重点

施策への適正投資配分を充分協議の上で行っております。 

 人事委員会 

 社員に対する処遇や各種制度の設計・検証を総合的に検討するための「人事委員会」を半期毎に開催

し、公正かつメリハリのある人事制度により、社員モラルならびにモチベーションの向上にむけた取組

みを行っております。 

  

 

  

②内部統制システム構築に関する基本方針 

ａ．取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

（会社法362条４項６号及び会社法施行規則100条１項４号） 

ⅰ）全社に法令及び定款遵守の取組みを浸透させるべく、社長直轄の「コンプライアンス室」を設置す

るとともに、コンプライアンス体制の構築、運用を統括する組織体として「コンプライアンス委員会」



を組成し、コンプライアンス室がその事務局にあたります。コンプライアンス委員会は、全社レベルで

のコンプライアンスプログラムの企画、運営、維持、管理および教育体制の整備に努めるとともに、コ

ンプライアンス上の問題や体制運営上の進捗など、情報及び協議結果を取締役会、ならびに監査役会に

適宜報告します。 

ⅱ）コンプライアンス体制に関する規程（コンプラインスマニュアル）を制定するとともに、取締役及

び従業員を含めた行動規範として、法令、定款等遵法の精神にもとづく「企業行動規範」及び「行動基

準」を定めます。 

ⅲ）業務執行部門から独立した「内部監査室」がコンプライアンス状況を監査し、各部門への牽制チェ

ックにより業務が適正かつ効率的に運営されているかを幅広く検証する体制を敷きます。 

ⅳ）取締役及び従業員は、当社の事業活動に法令違反の疑義のある行為、もしくは当社に著しく損害を

及ぼす事実等を発見した場合、速やかに監査役を窓口として監査役会に報告します。 

ｂ．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

 （会社法施行規則100条１項１号） 

ⅰ）取締役の職務執行状況を確認するための情報については、情報文書管理規程に基づき、その保存媒

体に応じて安全かつ検索性の高い状態で保存管理する体制を敷きます。 

ⅱ）取締役または監査役からの閲覧要請があった場合には、総務部門による集中管理により、必要に応

じてスムーズに閲覧できる体制を敷きます。 

ｃ．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

 （会社法施行規則100条１項２号） 

ⅰ）リスクマネジメントを推進するため、コンプライアンス委員会がリスク管理の業務にあたります。

ⅱ）コンプライアンス委員会は、リスク管理の基本方針の決定、リスク管理規程の制定、リスク検証評

価の実施、未然防止策への恒常的な取組み、社内周知徹底活動、及び発生時における迅速、適切な対応

のための協議を行い、全社レベルでのリスク管理体制を敷きます。 

ⅲ）不測の事態が発生した場合の手続きを含む危機管理体制を整備し、迅速かつ適正な対応を行い、損

害の拡大を防止し、被害を最小限に止めます。 

ⅳ）コンプライアンス委員会は、リスク管理の状況等につき、取締役会、ならびに監査役会に適宜報告

します。 

ｄ．取締役の職務執行が効率的に行われることを確保するための体制 

 （会社法施行規則100条１項３号） 

ⅰ）取締役の職務執行に関する効率的体制の基礎として取締役会を原則月１回開催し、必要に応じて適

宜臨時に開催するものとします。経営に関する重要事項については、取締役会で審議し合議的手段によ

り意思決定を諮る体制を敷きます。 

ⅱ）業務分掌規程、職務権限規程、稟議規程により、取締役の担当する業務執行、チェック機能を明確

にすることで、適正かつ効率的に意思決定を行える体制を敷きます。 

ⅲ）業務執行機能を分離させた執行役員制度により、取締役会の意思決定の迅速化及び業務執行監督機

能の強化を行い、経営の効率化を図ります。 

ｅ．当社及び連結子会社から成る当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

 （会社法施行規則100条１項５号） 

ⅰ）当社の取締役及び従業員は、グループ会社において、法令違反、その他コンプライアンスに関する

問題を発見した場合には、当社の監査役を窓口として監査役会に報告する体制をとります。 

ⅱ）グループ会社における業務の適正を確保するため、当社の行動基準に準じたコンプライアンスプロ

グラム体制を整備し、取締役及び従業員に対する教育を周知徹底します。 



ⅲ）グループ会社の経営管理について関連会社管理規程を整備し、当社への報告制度による子会社経営

の管理を行うこととし、必要に応じてモニタリングを実施します。また、子会社との各種連絡会、協議

会を設置し、随時連携と情報共有を図りながら、グループ会社内での内部統制機能の強化及び経営の効

率化を図ります。 

ⅳ）子会社が、当社からの経営管理、経営指導について、法令違反、またはコンプライアンス上に問題

があると認めた場合には、当社の監査役を窓口として監査役会に報告します。 

ⅴ）子会社の監査役と情報交換の場を定期的に設けます。 

ｆ．監査役がその職務を補助すべき使用人（以下,補助使用人という）を置くことを求めた場合におけ

る補助使用人に関する事項ならびに補助使用人の取締役からの独立性に関する事項 

 （会社法施行規則100条３項１号及び会社法施行規則100条３項２号） 

ⅰ）監査役は、必要に応じて自らの職務を補助させるために内部監査室の従業員に業務を命じ、内部監

査室は当該業務を行う旨、職務分掌で明確化します。 

ⅱ）監査役から職務を補助することの要請を受けた内部監査室の従業員（補助使用人）は、その要請に

応じて行う監査につき、監査部門の独立性を確保するために取締役の指揮・命令を受けないものとしま

す。また、内部監査室の従業員（補助使用人）の任命、解任、異動、人事評価等について、取締役から

の独立性を確保するため、監査役は取締役と充分に意見交換を行います。 

ｇ．取締役・使用人が監査役に報告をするための体制及びその他の監査役への報告に関する体制ならび

にその他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

 （会社法施行規則100条３項３号及び会社法施行規則100条３項４号） 

ⅰ）監査役は、必要に応じていつでも、取締役及び従業員に対して事業の報告を求め、重要と思われる

会議に出席し、また、書類の提示を求めることができるものとします。 

ⅱ）監査役は、監査の実効性を確保するために必要な相互の意思疎通を図る目的で、定期的に取締役、

会計監査人、内部監査室と意見及び情報交換の機会を確保します。 
  

③内部監査及び監査役監査の状況 

 監査体制の強化を図り、取締役の業務執行に対して厳正に対応しております。監査役は、取締役会以

外の重要会議にも積極的に出席し、また、重要文書を閲覧することにより、意思決定プロセスのチェッ

クと取締役の職務執行の監査を強化しております。 

 内部監査体制についても営業部門、管理部門とは独立した「内部監査室」を設置し、専任の担当者１

名が各部門への牽制チェックと現場への啓蒙型指導によって業務が適正かつ効率的に運営されているか

を幅広く検証しております。 
  

④会計監査の状況 

 会計監査については、新日本監査法人の公認会計士による監査を適正に受けており、また監査役及び

内部監査室とも連携し、情報の共有を行い、監査の実効性を確保しております。 

・業務を執行した公認会計士の氏名等、継続関与年数及び所属する監査法人 

 
・監査業務に係る補助者の構成 

  公認会計士３名 会計士補等８名 
  

⑤社外取締役及び社外監査役との関係 

 当社の社外取締役及び社外監査役と当社の人的関係、資本的関係または取引関係等はありません。 

公認会計士の氏名等 継続関与年数 所属する監査法人

指定社員 
業務執行社員

    中島 茂喜 １年

新日本監査法人    上林三子雄  １年

    神山 宗武 １年



  

(3) 役員報酬の内容 

 当社の取締役及び監査役に対する報酬の内容は、以下のとおりであります。 

 
  

(4) 監査報酬の内容 

 当社の新日本監査法人への報酬は、以下のとおりであります。 

取締役 
（うち社外取締役）

123,750千円
（6,000千円）

監査役 
（うち社外監査役）

12,000千円
（12,000千円）

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく監査報酬 20,000千円

上記以外の業務に基づく報酬 －千円



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省

令第28号。以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の連結財務諸表規則

に基づき、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の連結財務諸表規

則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、第27期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)は、改正前の財務諸表等規則に

基づき、第28期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)は、改正後の財務諸表等規則に

基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３月

31日まで)及び第27期事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸

表については中央青山監査法人により監査を受け、当連結会計年度(平成18年４月１日から平成19年３月

31日まで)及び第28期事業年度(平成18年４月１日から平成19年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸

表については、新日本監査法人により監査を受けております。 

当社の監査人は次のとおり交代しております。 

第27期連結会計年度の連結財務諸表及び第27期事業年度の財務諸表 中央青山監査法人 

第28期連結会計年度の連結財務諸表及び第28期事業年度の財務諸表 新日本監査法人 

なお、中央青山監査法人は、平成18年９月１日をもってみすず監査法人に名称を変更しております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 
  

 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日現在)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,470,119 1,869,415

 ２ 受取手形及び売掛金 5,465,478 5,738,129

 ３ たな卸資産 37,971 15,497

 ４ 繰延税金資産 261,206 255,429

 ５ その他 224,237 244,624

   貸倒引当金 △19,713 △24,072

  流動資産合計 8,439,300 65.2 8,099,023 64.7

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物及び構築物 1,749,486 1,769,826

    減価償却累計額 △728,133 1,021,352 △797,859 971,966

  (2) 土地 1,502,100 1,502,100

  (3) 建設仮勘定 4,871 1,870

  (4) その他 418,753 432,920

    減価償却累計額 △260,973 157,780 △303,225 129,695

   有形固定資産合計 2,686,105 20.7 2,605,632 20.8

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん － 229,214

  (2) その他 281,229 267,419

   無形固定資産合計 281,229 2.2 496,634 3.9

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 491,474 308,363

  (2) 関係会社株式 ※３ 200,000 －

  (3) 敷金及び保証金 580,729 601,191

  (4) 繰延税金資産 145,308 299,062

  (5) その他 186,003 186,046

    貸倒引当金 △65,913 △70,231

   投資その他の資産 
   合計

1,537,603 11.9 1,324,433 10.6

  固定資産合計 4,504,939 34.8 4,426,700 35.3

  資産合計 12,944,239 100.0 12,525,723 100.0



 
  

前連結会計年度
(平成18年３月31日現在)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 77,776 57,460

 ２ 短期借入金 315,000 230,000

 ３ 一年内返済予定 
   長期借入金

679,428 476,611

 ４ 一年内返済予定社債 － 200,000

 ５ 未払費用 3,547,326 3,972,726

 ６ 未払法人税等 546,763 283,261

 ７ 未払消費税等 499,144 494,711

 ８ 賞与引当金 264,844 275,642

 ９ ポイント引当金 － 16,840

 10 その他 394,943 636,244

  流動負債合計 6,325,227 48.9 6,643,497 53.1

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 200,000 －

 ２ 長期借入金 511,734 252,900

 ３ 退職給付引当金 134,280 174,249

 ４ 役員退職慰労引当金 23,041 25,868

 ５ その他 115,867 112,119

  固定負債合計 984,923 7.6 565,136 4.5

  負債合計 7,310,151 56.5 7,208,634 57.6

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 1,658,274 12.8 － －

Ⅱ 資本剰余金 2,078,274 16.1 － －

Ⅲ 利益剰余金 2,059,463 15.9 － －

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金

12,044 0.1 － －

Ⅴ 自己株式 ※２ △173,968 △1.4 － －

  資本合計 5,634,088 43.5 － －

  負債及び資本合計 12,944,239 100.0 － －



前連結会計年度
(平成18年３月31日現在)

当連結会計年度 
(平成19年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － － 1,658,274 13.2

 ２ 資本剰余金 － － 2,062,103 16.5

 ３ 利益剰余金 － － 1,941,084 15.5

 ４ 自己株式 － － △337,448 △2.7

  株主資本合計 － － 5,324,013 42.5

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

－ － △6,924 △0.1

  評価・換算差額等合計 － － △6,924 △0.1

  純資産合計 － － 5,317,089 42.4

  負債及び純資産合計 － － 12,525,723 100.0



② 【連結損益計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 43,496,328 100.0 47,600,391 100.0

Ⅱ 売上原価 34,999,070 80.5 38,429,755 80.7

   売上総利益 8,497,258 19.5 9,170,636 19.3

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１ 7,196,419 16.5 8,104,060 17.0

   営業利益 1,300,838 3.0 1,066,575 2.3

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 2 204

 ２ 受取家賃 47,009 41,284

 ３ 受取配当金 6,947 1,376

 ４ 受取助成金 7,082 6,784

 ５ その他 5,342 66,384 0.1 10,635 60,284 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 33,629 25,138

 ２ 賃貸原価 － 22,204

 ３ その他 9,059 42,688 0.1 8,056 55,399 0.1

   経常利益 1,324,534 3.0 1,071,460 2.3

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 209,469 16,959

 ２ 役員退職慰労引当金 
   戻入益

1,691 211,160 0.5 － 16,959 0.0

Ⅶ 特別損失

 １ 固定資産除却損 ※２ 17,429 6,459

 ２ 投資有価証券売却損 － 8,482

 ３ 投資有価証券評価損 10,429 157,493

 ４ 減損損失 ※３ 35,311 509

 ５ 賃貸借契約等解約損 － 63,170 0.1 10,622 183,567 0.4

   税金等調整前 
   当期純利益

1,472,523 3.4 904,853 1.9

   法人税、住民税 
   及び事業税

560,076 542,131

   過年度法人税、住民税 
   及び事業税

153,017 －

   法人税等調整額 46,650 759,743 1.8 △134,963 407,168 0.9

   当期純利益 712,780 1.6 497,684 1.0



③ 【連結剰余金計算書】 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)

(資本剰余金の部)

Ⅰ 資本剰余金期首残高 1,447,245

Ⅱ 資本剰余金増加高

   増資に伴う 
   新株式の発行

653,100 653,100

Ⅲ 資本剰余金減少高

   自己株式処分差損 22,071 22,071

Ⅳ 資本剰余金期末残高 2,078,274

(利益剰余金の部)

Ⅰ 利益剰余金期首残高 1,591,655

Ⅱ 利益剰余金増加高

   当期純利益 712,780 712,780

Ⅲ 利益剰余金減少高

   配当金 244,971 244,971

Ⅳ 利益剰余金期末残高 2,059,463



④ 【連結株主資本等変動計算書】 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

（単位：千円） 

 
  

 
  

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成18年３月31日残高 1,658,274 2,078,274 2,059,463 △173,968 5,622,043

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 － － △616,064 － △616,064

 当期純利益 － － 497,684 － 497,684

 自己株式の処分 － △16,170 － 25,276 9,105

 自己株式の取得 － － － △188,755 △188,755

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 － △16,170 △118,379 △163,479 △298,029

平成19年３月31日残高 1,658,274 2,062,103 1,941,084 △337,448 5,324,013

評価・換算差額等
純資産合計

その他有価証券 
評価差額金

評価・換算差額等
合計

平成18年３月31日残高 12,044 12,044 5,634,088

連結会計年度中の変動額

 剰余金の配当 － － △616,064

 当期純利益 － － 497,684

 自己株式の処分 － － 9,105

 自己株式の取得 － － △188,755

 株主資本以外の項目の 
 連結会計年度中の変動額(純額)

△18,968 △18,968 △18,968

連結会計年度中の変動額合計 △18,968 △18,968 △316,998

平成19年３月31日残高 △6,924 △6,924 5,317,089



⑤ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 税金等調整前当期純利益 1,472,523 904,853

 ２ 減価償却費 235,124 261,551

 ３ 減損損失 35,311 509

 ４ 賃貸借契約等解約損 － 10,622

 ５ 貸倒引当金の増加額 32,453 6,319

 ６ 賞与引当金の増減額（△は減少） △45,225 10,797

 ７ ポイント引当金の増加額 － 16,840

 ８ 退職給付引当金の増加額 45,343 39,968

 ９ 役員退職慰労引当金の増加額 2,395 2,827

 10 受取利息及び受取配当金 △6,950 △1,580

 11 支払利息 33,629 25,138

 12 有形固定資産除却損 14,500 6,079

 13 無形固定資産除却損 2,929 380

 14 投資有価証券売却益 △209,469 △16,959

 15 投資有価証券売却損 － 8,482

 16 投資有価証券評価損 10,429 157,493

 17 売上債権の増加額 △490,829 △194,648

 18 たな卸資産の増減額（△は増加） △2,644 23,976

 19 仕入債務及び未払費用の増加額 270,368 396,195

 20 未払消費税等の増減額（△は減少） 31,106 △3,324

 21 預り金の増加額 20,253 244,418

 22 その他 158,059 △109,634

    小計 1,609,308 1,790,306

 23 利息及び配当金の受取額 6,950 1,580

 24 利息の支払額 △32,923 △25,137

 25 法人税等の支払額 △574,916 △802,501

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー

1,008,419 964,247



 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日  
 至 平成18年３月31日)

当連結会計年度 
(自 平成18年４月１日  
 至 平成19年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 定期預金の預入解約による支出 － △200,000

 ２ 有形固定資産の売却による収入 － 1,221

 ３ 有形固定資産の取得による支出 △110,436 △47,388

 ４ 無形固定資産の取得による支出 △117,975 △106,832

 ５ 投資有価証券の売却等による収入 151,555 71,817

 ６ 投資有価証券の取得による支出 △113,945 △15,262

 ７ 関係会社株式の取得による支出 △200,000 －

 ８ 連結範囲の変更を伴う子会社株式の 
   取得による支出

※２ － △124,186

 ９ 敷金・保証金の返還による収入 46,055 35,975

 10 敷金・保証金の払込による支出 △79,670 △24,240

 11 その他 △2,753 △3,531

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー

△427,171 △412,427

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー

 １ 短期借入金の増減額 △224,500 △264,000

 ２ 長期借入れによる収入 200,000 250,000

 ３ 長期借入金の返済による支出 △1,157,850 △745,751

 ４ 株式の発行による収入 1,311,374 －

 ５ 自己株式の売却による収入 52,242 9,105

 ６ 自己株式の取得による支出 △135,827 △188,755

 ７ 親会社による配当金の支払額 △244,409 △613,724

 ８ その他 － 601

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー

△198,970 △1,552,524

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額 382,278 △1,000,704

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高 2,087,841 2,470,119

Ⅵ 新規連結子会社の現金及び現金
  同等物の期首残高

－ 200,000

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,470,119 1,669,415



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数 ２社

  連結子会社名

   株式会社コンピュータパック

   株式会社エム・アール・アイ・

ジャパン

(1) 連結子会社の数 ４社

  連結子会社名

   株式会社コンピュータパック

   株式会社エム・アール・アイ・

ジャパン

   株式会社アイネクスト

   株式会社アステージ

  上記のうち株式会社アイネクスト

につきましては当連結会計年度に

おいて新たに設立、株式会社アス

テージにつきましては当連結会計

年度において新たに取得したた

め、それぞれ連結の範囲に含めて

おります。

２ 連結子会社の事業年度等

に関する事項

連結子会社の決算日は連結決算日と一

致しております。

同左

３ 会計処理基準に関する事

項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの

     期末日の市場価格等に基づ

く時価法

（評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法により算出）

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方

法

 ① 有価証券

    その他有価証券

    時価のあるもの

     期末日の市場価格等に基づ

く時価法

（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算

出）

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法

    時価のないもの 

     移動平均法による原価法

 ② たな卸資産

  ａ 商品  先入先出法による原

価法

  ｂ 貯蔵品 最終仕入原価法によ

る原価法

 ② たな卸資産

    貯蔵品 最終仕入原価法によ

る原価法

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産

   定率法。ただし、平成10年４月

１日以降取得した建物(建物附

属設備を除く)については、定

額法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は次のとお

りであります。

    建物及び構築物 ３年～50年

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の

方法

 ① 有形固定資産

同左

 ② 無形固定資産

   定額法。ただし、自社利用のソ

フトウェアについては、社内に

おける見込利用可能期間(５年

以内)に基づく定額法を採用し

ております。

 ② 無形固定資産

同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

   債権の貸倒れによる損失に備え

るため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能

見込額を計上しております。

(3) 重要な引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

同左

 ② 賞与引当金

   従業員に対して支給する賞与の

支出に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。

 ② 賞与引当金

同左

     ――――――――  ③ ポイント引当金

   連結財務諸表提出会社において

は、スタッフに付与したポイン

トの将来の使用に備えるため、

使用実績率に基づき将来使用さ

れると見込まれる額を計上して

おります。なお、これは当連結

会計年度より「フジカポイン

ト」を開始したことに伴い計上

したものであります。

 ④ 退職給付引当金

   退職一時金制度

   連結財務諸表提出会社において

は、従業員への退職給付に備え

るため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務の見込額に基

づき計上しております。また、

数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５

年）による定額法により、それ

ぞれ発生の翌連結会計年度から

費用処理しております。

 ④ 退職給付引当金

同左

 ⑤ 役員退職慰労引当金

   連結子会社１社は、役員の退職

慰労金の支出に備えるため、内

規に基づく期末要支給額を計上

しております。

 ⑤ 役員退職慰労引当金

同左



 
  

項目
前連結会計年度

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(4) 重要なリース取引の処理方法

  リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。

(4) 重要なリース取引の処理方法

同左

(5) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

   特例処理の要件を充たしている

金利スワップについて特例処理

を採用しております。

(5) 重要なヘッジ会計の方法

 ① ヘッジ会計の方法

同左

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

   ヘッジ手段 金利スワップ

   ヘッジ対象 借入金

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

 ③ ヘッジ方針

   金利リスクの低減のため、対象

債務の範囲内でヘッジを行って

おります。

 ③ ヘッジ方針

同左

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

   金利スワップの特例処理の要件

を充たしているので、決算日に

おける有効性の評価を省略して

おります。

 ④ ヘッジの有効性評価の方法

同左

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 ① 消費税等の会計処理

   税抜方式によっております。

(6) その他連結財務諸表作成のための

重要な事項

 ① 消費税等の会計処理

同左

４ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

連結子会社の資産及び負債の評価方法

は、全面時価評価法によっておりま

す。

同左

５ のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

     ―――――――― のれんは、５年で均等償却しておりま

す。

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定

した利益処分に基づいて計上しており

ます。

     ――――――――

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び容

易に換金可能であり、かつ価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取

得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

固定資産の減損に係る会計基準

当連結会計年度より「固定資産の減損に係る会計基

準」（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））

及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10月31日 企業会計

基準適用指針第６号）を適用しております。

これにより、税金等調整前当期純利益が35,311千円減

少しております。

なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき当該各資産の金額から直接控除して

おります。

１．企業結合に係る会計基準等

当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会 平成15年10月31日）及び「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成

17年12月27日）並びに「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用

指針第10号 平成18年12月22日）を適用しておりま

す。

２．貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17

年12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指

針第８号 平成17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

5,317,089千円であります。

なお、当連結会計年度における連結貸借対照表の純資

産の部については、連結財務諸表規則の改正に伴い、

改正後の連結財務諸表規則により作成しております。

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(連結損益計算書）

「受取配当金」及び「受取助成金」は、前連結会計年

度まで営業外収益の「その他」に含めて表示していま

したが、それぞれ営業外収益の総額の100分の10を超

えたため区分掲記しました。なお、前連結会計年度に

おける「受取配当金」及び「受取助成金」は、それぞ

れ1,054千円及び502千円であります。

―――――――――――

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――――――― 賃貸資産に係る減価償却費等の原価は、従来販売費及び

一般管理費に含めて表示しておりましたが、当連結会計

期間より、受取家賃の表示区分にあわせ営業外費用の賃

貸原価としております。なお、前連結会計期間における

賃貸原価は23,612千円であります。



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

 
  

(連結損益計算書関係) 

   

前連結会計年度
(平成18年３月31日現在)

当連結会計年度
(平成19年３月31日現在)

※１ 当社の発行済株式総数は普通株式39,375千株であ

ります。

※１     ――――――――――

※２ 連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は、以下のとおりであります。

普通株式 698,990株

※２     ――――――――――

※３ 関係会社株式は、株式会社アイネクスト（平成18

年４月３日設立）に対する新株式払込金でありま

す。

※３     ――――――――――

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給与及び賞与等 3,531,908千円

賞与引当金繰入額 203,372

賃借料 723,885

減価償却費 235,124

退職給付費用 62,130

貸倒引当金繰入額 32,453

募集費 564,657

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。

従業員給与及び賞与等 4,038,246千円

賞与引当金繰入額 215,090

賃借料 810,334

減価償却費 248,389

退職給付費用 57,657

貸倒引当金繰入額 7,570

募集費 621,812

※２ 固定資産除却損

建物及び構築物 13,201千円

工具器具及び備品 1,299

ソフトウェア 2,929

※２ 固定資産除却損

建物及び構築物 5,615千円

工具器具及び備品 464

ソフトウェア 380

※３ 減損損失
当社グループは、以下の遊休資産について減損損失を計

上いたしました。

種類 場所 減損損失（千円）

土地 千葉県館山市 24,446

電話加入権 － 10,864

計 35,311
 

※３ 減損損失
連結子会社１社は、以下の遊休資産について減損損失を

計上いたしました。

種類 減損損失（千円）

無形固定資産
その他

509

（経緯） 

上記のうち土地につきましては、保養所建設予定地とし

て取得しましたが、建設計画が頓挫したため現在は遊休

資産としております。今後の利用計画もなく、時価も著

しく下落しているため、減損損失を認識いたしました。 

電話加入権につきましては、時価が著しく下落している

ため、休止中のものにつき減損損失を認識いたしまし

た。

（経緯） 

時価が著しく下落しているため、休止中のものにつき減

損損失を認識いたしました。

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額は正味売却価額により測定しており、取引

事例価額等を基礎として評価しております。

（回収可能価額の算定方法等） 

           同左



(連結株主資本等変動計算書関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

   

  

２ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 株式市場からの買付による増加   466,000株   単元未満株式の買取りによる増加  90株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 新株予約権の行使による減少    81,300株 

  
３ 配当に関する事項 

(1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 39,375,180 － － 39,375,180

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 698,990 466,090 81,300 1,083,780

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)
基準日 効力発生日

平成18年６月28日 
定時株主総会

普通株式 386,761 10.0 平成18年３月31日 平成18年６月29日

平成18年８月31日 
取締役会

普通株式 229,302 6.0 平成18年９月30日 平成18年12月14日

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成19年６月26日 
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 268,039 7.0 平成19年３月31日 平成19年６月28日



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

 

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 2,470,119千円

預入期間３ヶ月超の定期預金 －

現金及び現金同等物 2,470,119

※２      ――――――――――  

※１現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

(平成19年３月31日現在)

現金及び預金勘定 1,869,415千円

預入期間３ヶ月超の定期預金 △200,000

現金及び現金同等物 1,669,415

※２株式の取得により新たに連結子会社となった会社の

資産及び負債の主な内訳

株式の取得により新たに㈱アステージを連結したこ

とに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳ならびに

㈱アステージ株式の取得価額と㈱アステージ取得の

ための支出（純額）との関係は次のとおりでありま

す。

流動資産 302,372千円

固定資産 71,844

のれん 214,942

流動負債 △321,259

固定負債 △17,900

株式の取得価額 250,000

現金及び現金同等物 125,813

差引：取得のための支出 124,186



(リース取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 

 るもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 

 るもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

有形固定資産 
その他(工具器
具及び備品)
（千円）

合計（千円）

取得価額 
相当額

19,850 19,850

減価償却累 
計額相当額

12,263 12,263

期末残高 
相当額

7,586 7,586

有形固定資産
その他(工具器
具及び備品)
（千円）

無形固定資産 
その他(ソフト

ウェア) 
（千円）

合計（千円）

取得価額
相当額

23,027 10,000 33,027

減価償却累
計額相当額

19,888 3,500 23,388

期末残高
相当額

3,138 6,500 9,638

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5,658千円

１年超 2,066

合計 7,724

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 4,560千円

１年超 5,373

合計 9,934

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 14,761千円

減価償却費相当額 14,142

支払利息相当額 210

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 8,557千円

減価償却費相当額 8,248

支払利息相当額 340

(4）減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 1,008千円

１年超 336

合計 1,344

２．オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 325千円

１年超 －

合計 325



(有価証券関係) 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投

資有価証券評価損10,429千円を計上しております。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券(上記１を除く) 

  

 
（注）関係会社株式は、株式会社アイネクスト（平成18年４月３日設立）に対する新株式払込金であります。 

  

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

① 株式 86,007 130,112 44,104

② 債券 － － －

③ その他 － － －

合計 86,007 130,112 44,104

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

① 株式 262,880 245,580 △17,300

② 債券 － － －

③ その他 － － －

合計 262,880 245,580 △17,300

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

221,808 209,469 －

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

(1) 関係会社株式 200,000

(2) その他有価証券

非上場株式 115,782

合計 315,782



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

 
（注）表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損112,796千円を計上しております。 

なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を

行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性を考慮して必要と認められた額について減損処理を行って

おります。 

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

  

 
  

３ 時価評価されていない主な有価証券 

  

 
  

区分
取得原価
(千円)

連結決算日における
連結貸借対照表計上額 

(千円)

差額 
(千円)

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えるもの

① 株式 26,128 30,775 4,646

② 債券 － － －

③ その他 9,990 10,440 450

小計 36,118 41,215 5,097

連結貸借対照表計上額が取得原価を
超えないもの

① 株式 210,673 195,175 △15,498

② 債券 － － －

③ その他 9,985 9,409 △575

小計 220,658 204,584 △16,073

合計 256,777 245,800 △10,976

売却額(千円) 売却益の合計額(千円) 売却損の合計額(千円)

17,960 16,959 8,482

区分 連結貸借対照表計上額(千円)

  その他有価証券

非上場株式 62,562

合計 62,562



(デリバティブ取引関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 取引の状況に関する事項

 (1) 取引の内容

   利用しているデリバティブ取引は、金利スワップ

取引であります。

 (2) 取引に対する取組方針

   デリバティブ取引は、将来の金利の変動によるリ

スク回避を目的としており、投機的な取引は行わ

ない方針であります。

 (3) 取引の利用目的

   デリバティブ取引は、借入金利の将来の金利市場

における利率上昇による変動リスクを回避する目

的で利用しております。

   なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っております。

  ① ヘッジ会計の方法

    特例処理の要件を充たしている金利スワップに

ついて特例処理を採用しております。

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象

    ヘッジ手段 金利スワップ

    ヘッジ対象 借入金

  ③ ヘッジ方針

    金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内で

ヘッジを行っております。

  ④ ヘッジの有効性評価の方法

    金利スワップの特例処理の要件を充たしている

ので、決算日における有効性の評価を省略して

おります。

 (4) 取引に係るリスクの内容

   金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスク

はほとんどないと認識しております。

 (5) 取引に係るリスク管理体制

   デリバティブ取引の執行・管理については、取引

権限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従

い、財務経理部が決裁担当者の承認を得て行って

おります。

１ 取引の状況に関する事項

同左

２ 取引の時価等に関する事項

当社グループが利用しているデリバティブ取引は全

てヘッジ会計が適用されているため、記載を省略し

ております。

２ 取引の時価等に関する事項

同左



(退職給付関係) 

  

 
  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(1) 採用している退職給付制度の概要

  当社は退職一時金制度を採用しております。

(1) 採用している退職給付制度の概要

           同左

 

(2) 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △133,515千円

未積立退職給付債務 △133,515

未認識数理計算上の差異 △765

退職給付引当金 △134,280

(2) 退職給付債務に関する事項

退職給付債務 △193,909千円

未積立退職給付債務 △193,909

未認識数理計算上の差異 19,660

退職給付引当金 △174,249

 

(3) 退職給付費用に関する事項

勤務費用 58,679千円

利息費用 1,481

数理計算上の差異の費用処理額 1,969

退職給付費用 62,130

(3) 退職給付費用に関する事項

勤務費用 55,414千円

利息費用 2,002

数理計算上の差異の費用処理額 240

退職給付費用 57,657

 

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 1.5％

数理計算上の差異の処理年数 ５年

(4) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

割引率 1.5％

数理計算上の差異の処理年数 ５年



次へ 

(ストック・オプション等関係) 

当連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

（1）ストック・オプションの内容 

 
(注）１ 株式数に換算して記載しております。 

２ 権利確定条件は以下の通りであります。 

  新株予約権行使時において当社もしくは当社子会社の取締役、執行役員または従業員であることを要しま

す。 

  

（2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

当連結会計年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数

については株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

   

② 単価情報 

会社名 株式会社フジスタッフ 株式会社フジスタッフ 株式会社フジスタッフ

決議年月日 平成13年６月26日 平成15年６月27日 平成17年６月24日

付与対象者の区分及び人
数

当社取締役５名 
執行役員７名 
当社従業員284名 
当社派遣労働者182名

当社取締役６名
執行役員７名 
当社従業員586名

当社取締役３名 
執行役員６名 
当社従業員156名

ストックオプションの数
（注１）

普通株式 482,700株 普通株式 697,800株 普通株式 599,000株

付与日 平成13年６月26日 平成15年６月27日 平成17年６月24日

権利確定条件 （注２） （注２） （注２）

対象勤務期間
平成13年６月26日～権利行
使の時まで

平成15年６月27日～権利行
使の時まで

平成17年６月24日～権利行
使の時まで

権利行使期間
平成15年７月８日～平成18
年７月７日

平成17年７月１日～平成19
年11月30日

平成19年７月１日～平成22
年６月30日

会社名 株式会社フジスタッフ 株式会社フジスタッフ 株式会社フジスタッフ

決議年月日 平成13年６月26日 平成15年６月27日 平成17年６月24日

権利確定前

期首（株） － － 563,500

付与（株） － － －

失効（株） － － 34,000

権利確定（株） － － －

未確定残（株） － － 529,500

権利確定後

期首（株） 398,100 102,000 －

権利確定（株） － － －

権利行使（株） － 81,300 －

失効（株） 398,100 20,700 －

未行使残（株） － － －

会社名 株式会社フジスタッフ 株式会社フジスタッフ 株式会社フジスタッフ

決議年月日 平成13年６月26日 平成15年６月27日 平成17年６月24日

権利行使価格（円） 438 112 401

行使時平均株価（円） － 345 －



  

(税効果会計関係) 

  
前連結会計年度

(平成18年３月31日現在)
当連結会計年度

(平成19年３月31日現在)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 107,765千円

未払費用 20,841

未払事業税 33,397

未払事業所税 21,015

土地評価損 163,547

貸倒引当金損金算入限度超過額 14,181

退職給付引当金 115,273

投資有価証券評価損 187,431

繰越欠損金 68,537

その他 32,135

評価性引当額 △346,274

繰延税金資産合計 417,851

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 112,158千円

未払費用 18,301

未払事業税 21,559

未払事業所税 21,986

土地評価損 155,866

貸倒引当金損金算入限度超過額 29,932

退職給付引当金 104,647

投資有価証券評価損 114,602

子会社株式評価損 77,346

繰越欠損金 376,287

その他 42,429

評価性引当額 △520,331

繰延税金資産合計 554,788

 

繰延税金負債

特別償却準備金 3,064

投資有価証券評価差額金 8,271

繰延税金負債合計 11,336

繰延税金資産の純額 406,515  

繰延税金負債

特別償却準備金 296

繰延税金負債合計 296

繰延税金資産の純額 554,491

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

過年度法人税、住民税及び事業税 10.9

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
0.4

評価性引当額の増減 △1.3

住民税均等割等 2.8

法人税額の特別控除額 △1.1

その他 △0.8

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
51.6  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されな

い項目
0.4

評価性引当額の増減 △1.5

住民税均等割等 4.6

のれん償却額 1.0

その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負

担率
45.0



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

総売上高、営業利益及び総資産の合計額に占める「人材派遣・請負業務・人材紹介等人材関連事

業」の割合がいずれも90％を超えているため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しており

ます。 

  

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

当社及び連結子会社の事業は、「人材派遣・請負業務・人材紹介等人材関連事業」の単一事業で

あります。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので、記載を省略しております。

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日))及び当連結会計年度自 平成

18年４月１日 至 平成19年３月31日)において本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び

在外支店がないため該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当連結会計年度(自 平成

18年４月１日 至 平成19年３月31日)において海外売上高がないため該当事項はありません。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 当社派遣及び業務委託の料金については、市場価格を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉を行い、一般

取引先の条件と同様に決定しております。また、受取家賃及び支払家賃については、近隣の取引実勢に基づい

て決定しております。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の84.1％を直接所有、

12.9％を間接保有しております。 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 広告宣伝費の料金については、見積りを勘案して価格を決定しており、支払条件は一般取引先と同様でありま

す。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の30％を直接保有、70％

を間接所有しております。 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 物品の印刷等の料金については、見積りを勘案して価格を決定しており、支払条件は一般取引先と同様であり

ます。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の100％を直接所有してお

ります。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱アイライ
ン

栃木県 
宇都宮市

250
業務請負
業

(被所有)
直接 13.4％

該当なし

人材派遣
紹介等の
営業サー
ビスの提
供、業務
委託及び
事務所の
賃貸借

請負売上 5,587 売掛金 730

受取家賃 30,594 預り保証金 21,661

支払家賃 11,727 立替金 400

外注費 8,097
未払費用 447

賃借料等 2,925

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱カラーズ
栃木県 
宇都宮市

10 広告企画 該当なし 該当なし
広告企画
業務委託

広告宣伝費 6,557 未払費用 735

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱サンロ 
クマル・ 
クリエイ 
ツ

栃木県 
宇都宮市

10
広告企画 
デザイン

該当なし 該当なし
印刷業務
委託

物品の印
刷等

96,845

未払金 10,407

未払費用 7,750



 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 受取家賃及び支払家賃については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。また、施設管理料等の料金

については、見積りを勘案して価格を決定しており、支払条件は一般取引先と同様であります。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の100％を直接所有してお

ります。 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 受取家賃については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。また、賃借料及び運賃等の料金について

は、見積りを勘案して価格を決定しており、支払条件は一般取引先と同様であります。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の100％を直接所有してお

ります。 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

株式会社アイラインキャリアアシストは、平成17年８月１日をもって、フジキャリアコンサルティング株式会社より

社名を変更しております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 受取家賃については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。また、業務委託の料金については、市場

価格を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉を行い、一般取引先の条件と同様に決定しております。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の97.0％を間接所有して

おります。 

  

 
取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 報酬の料金については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。 

(2) 当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の97.0％を間接所有して

おります。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱フジネク
スト

栃木県 
宇都宮市

25

不動産賃
貸・管理
業及び保
険代理業

該当なし 該当なし

不動産の
賃貸借及
び管理委
託

支払家賃 7,294 敷金 8,220

施設管理
料等

19,378 未払費用 62

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

都運送㈱
栃木県 
宇都宮市

30 運送業 該当なし 役員２名

個別契約
に基づく
運送業務
及び不動
産賃借

受取家賃 192 － －

賃借料 3,687   － －

運賃等 4,610 未払費用 705

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱アイライ
ンキャリア
アシスト

栃木県 
宇都宮市

20
再就職支
援事業

該当なし 該当なし

再就職支
援事業等
の業務委
託及び事
務所の賃
貸

受取家賃 4,694 預り保証金 3,815

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

ＥＡＰ総研
㈱

東京都 
千代田区

10
メンタル
ヘルス

該当なし 該当なし
メンタル
ヘルス顧
問契約

報酬 1,200 － －



当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

 
1．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2．当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の80.9％を直接所有、12.9％

を間接保有しております。 

3．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 当社派遣及び業務委託の料金については、市場価格を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉を行い、一般

取引先の条件と同様に決定しております。 

(2) 受取家賃及び支払家賃については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。 

(3) 社員給与等は、受入社員の給与支給額にて精算しております。 

(4) 固定資産の購入価額は、見積りを勘案して価格を決定しております。 

  

 
1．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2．当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の30％を直接保有、70％を間

接所有しております。 

3．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 広告宣伝費及び販売促進費等の料金については、見積りを勘案して価格を決定しており、支払条件は一般取引

先と同様であります。 

  

 
1．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2．当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の100％を直接所有しており

ます。 

3．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 報酬等の料金及び固定資産の購入価額については、見積りを勘案して価格を決定しており、支払条件は一般取

引先と同様であります。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱アイライ
ン

栃木県 
宇都宮市

250
業務請負
業

(被所有)
直接 13.5％

該当なし

人材派遣
紹介等の
営業サー
ビスの提
供、業務
委託及び
事務所の
賃貸借

紹介売上 650

売掛金 105派遣売上 110

請負売上 1,964

外注費等 10,015 未払金 1,341

受取家賃等 30,085 預り保証金 22,484

支払家賃 1,460

  － －社員給与等 9,295

固定資産の
購入

2,400

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱カラーズ
栃木県 
宇都宮市

10 広告企画 該当なし 該当なし
広告企画
業務委託

広告宣伝費 13,980

未払金 2,108

販売促進費
等

847

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱サンロ 
クマル・ 
クリエイ 
ツ

栃木県 
宇都宮市

10
広告企画 
デザイン

該当なし 該当なし 業務委託

報酬等 18,456 未払金 1,575

固定資産
の購入

2,426   － －



 
1．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2．当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の100％を直接所有しており

ます。 

3．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 支払家賃については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。また、施設管理料等の料金については、

見積りを勘案して価格を決定しており、支払条件は一般取引先と同様であります。 

  

 
1．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2．当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の100％を直接所有しており

ます。 

3．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 派遣料金につきましては、市場価格を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉を行い、一般取引先の条件と

同様に決定しております。また、賃借料及び運賃等の料金については、見積りを勘案して価格を決定してお

り、支払条件は一般取引先と同様であります。 

  

 
1．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2．当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の93.8％を間接所有しており

ます。 

3．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 紹介料金については、市場価格を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉を行い、一般取引先の条件と同様

に決定しております。また、受取家賃については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。 

  

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱フジネク
スト

栃木県 
宇都宮市

25

不動産賃
貸・管理
業及び保
険代理業

該当なし 該当なし

不動産の
賃貸借及
び管理委
託

支払家賃 11,318 敷金 6,926

施設管理
料等

20,836 未払金 136

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

都運送㈱
栃木県 
宇都宮市

30 運送業 該当なし 役員２名

派遣サー
ビスの提
供、個別
契約に基
づく運送
業務及び
不動産賃
借

派遣売上 140 － －

賃借料 3,687   － －

運賃等 5,001 未払金 1,934

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱アイライ
ンキャリア
アシスト

栃木県 
宇都宮市

20
再就職支
援事業

該当なし 該当なし

紹介サー
ビスの提
供及び事
務所の賃
貸

紹介売上 181 － －

受取家賃 3,886 預り保証金 3,815



 
1．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2．当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の93.8％を間接所有しており

ます。 

3．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 報酬等の料金については、近隣の取引実勢に基づいて決定しております。 

  

 
1．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2．当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の93.8％を間接所有しており

ます。 

3．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 物品の印刷等の料金については、見積もりを勘案して価格を決定しており、支払条件は一般取引先と同様であ

ります。 

  

 
1．取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

2．当社代表取締役会長増山瑞比古、代表取締役社長増山律子及び両名の近親者が議決権の67％を直接保有、33％を間

接所有しております。 

3．取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 派遣料金につきましては、市場価格を勘案して当社希望価格を提示し、価格交渉を行い、一般取引先の条件と

同様に決定しております。 

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

ＥＡＰ総研
㈱

東京都 
千代田区

10
メンタル
ヘルス

該当なし 該当なし
メンタル
ヘルス顧
問契約

報酬等 3,725 未払金 31

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱アイプレ
ス

東京都 
新宿区

70
広告代理
業

該当なし 該当なし
印刷業務
委託

物品の印刷
等

4,835 未払金 250

属性
会社等 
の名称

住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の 
内容 

又は職業

議決権等
の所有 

(被所有)割合

関係内容

取引の内容
取引金額 
(千円)

科目
期末残高
(千円)役員の

兼任等
事業上
の関係

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

㈱エフ・エ
ム・アイ

東京都 
渋谷区

15

建 築 資
材、家具
等輸入販
売

該当なし 該当なし
派遣サー
ビスの提
供

派遣売上 1,481   － －



(企業結合等関係) 

当連結会計年度(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１．被取得企業の名称及び事業の内容、企業結合を行った理由、企業結合の法的形式、取得した議決権

比率 

①被取得企業の名称及び事業内容    株式会社アステージ 

                   人材派遣、添乗員派遣 

②企業結合を行った主な理由 

同社の連結子会社化により、当社グループは新たな事業部門として今後更なるマーケットの拡大が

見込める旅行業界への派遣事業の強化、育成を図るため。 

③企業結合日      平成18年10月19日 

④企業結合の法的形式  株式取得 

⑤取得した議決権比率  100％ 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間 

  平成18年10月１日から平成19年３月31日まで 

３．被取得企業の取得原価及びその内訳 

①被取得企業の取得原価     250,000千円 

②取得原価の内訳 株式取得費用 250,000千円  全て現金で支出しております。 

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間 

①のれんの金額       214,942千円 

②発生原因         ㈱アステージの今後の事業展開によって期待される将来の収益力に関

               連して発生したものです。 

③償却の方法及び償却期間  ５年で均等償却しております。 

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳 

 
６．当該企業結合が当期首に完了したと仮定したときの当連結会計年度の連結損益計算書への影響の概

算額 

売上高    48,258,543千円 

営業利益   1,004,091千円 

経常利益   1,003,849千円 

当期純利益   417,879千円 

（概算額の算定方法及び重要な前提条件） 

①概算額は、企業結合が当連結会計年度開始の日に完了し、当連結会計年度開始の日から被取得企業の

議決権の所有割合が100％であると仮定して算出された売上高及び損益情報を記載しております。 

②のれんの償却期間及び償却方法は、当連結会計年度開始の日から５年間の均等償却を行っておりま

す。 

科目 帳簿価額（千円） 科目 帳簿価額（千円）

流動資産 302,372 流動負債 321,259

固定資産 71,844 固定負債 17,900

合計 374,217 合計 339,159



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 
(注）１ 権利行使された新株引受権の目的となる株式の数17,400株及び権利行使の条件に該当しなくなり、行使の行

われなくなった新株引受権の目的となる株式の数67,200株が含まれています。 

２ 権利行使の条件に該当しなくなり、行使の行われなくなった新株予約権の目的となる株式の数69,500株が含

まれています。 

  

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 145円67銭 138円86銭

１株当たり当期純利益金額 19円69銭 13円00銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

19円55銭 －円－銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、希薄化効
果を有している潜在株式が存在しな
いため、記載しておりません。

前連結会計年度
（平成18年３月31日現在）

当連結会計年度
（平成19年３月31日現在）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額（千
円）

－ 5,317,089

普通株式に係る純資産額（千円） － 5,317,089

普通株式の発行済株式数（千株） － 39,375

普通株式の自己株式数（千株） － 1,083

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数（千株）

－ 38,291

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益（千円） 712,780 497,684

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 712,780 497,684

期中平均株式数（千株） 36,193 38,278

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 274 －

（うち新株予約権） (274) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

潜在株式の種類（新株引受権)
潜在株式の数(482,700株) 
(注）１

潜在株式の種類（新株予約権) 
潜在株式の数(599,000株)
（注）２



（重要な後発事象） 

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

      ―――――――――――― （株式移転による持株会社の設立）

当社は、平成19年４月２日に株式会社アイラインと共同

して、株式移転により完全親会社となるフジスタッフホ

ールディングス株式会社を設立し、当社は同社の完全子

会社となりました。

これに伴い、当社が所有していた自己株式337,448千円

は親会社株式となり、純資産の部の控除項目から流動資

産に計上されることとなります。

(1)結合当事企業の名称および事業の内容、株式移転を

行った主な理由、株式移転日、株式移転親会社の名称 

商   号  株式会社アイライン 

事業の内容  請負事業・人材派遣事業 

株式移転を行った主な理由 当社と株式会社アイライン

双方の企業資源を共有・活用し、有効かつ効率的な経営

を行うため 

株式移転日  平成19年４月２日 

株式移転親会社の名称 フジスタッフホールディングス

株式会社



⑥ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

  

 
(注) １ 利率については表面利率に保証料等を含んでおります。 

２ （ ）内書は、１年以内の償還予定額であります。 

３ 連結決算日後５年間の償還予定額は以下の通りであります。 
  

 
  

【借入金等明細表】 

  

 
(注) １ 平均利率は期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとおり

であります。 
  

 
  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

会社名 銘柄 発行年月日
前期末残高
(千円)

当期末残高
(千円)

利率
(％)

担保 償還期限

㈱フジスタッフ 第一回無担保社債
平成14年 
９月30日

200,000
200,000
(200,000)

1.72 なし
平成19年
９月28日

１年以内 
(千円)

１年超２年以内 
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内
(千円)

200,000 － － － －

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 315,000 230,000 1.072 －

１年以内に返済予定の長期借入金 679,428 476,611 1.342 －

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く。)

511,734 252,900 1.452
平成20年６月30日～
平成21年10月30日

合計 1,506,162 959,511 － －

区分
１年超２年以内 

(千円)
２年超３年以内

(千円)
３年超４年以内

(千円)
４年超５年以内 

(千円)

長期借入金 175,900 77,000 － －



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

  
第27期

(平成18年３月31日現在)
第28期 

(平成19年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 2,025,742 1,206,377

 ２ 売掛金 4,951,717 5,240,224

 ３ 貯蔵品 35,739 12,703

 ４ 前払費用 120,256 147,700

 ５ 短期貸付金 ※３ 56,640 244,052

 ６ 繰延税金資産 172,643 203,051

 ７ その他 91,804 44,852

   貸倒引当金 △17,808 △19,829

   流動資産合計 7,436,735 60.4 7,079,132 57.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 1,703,300 1,721,746

    減価償却累計額 △701,199 1,002,101 △767,516 954,230

  (2) 構築物 30,536 30,536

    減価償却累計額 △21,330 9,206 △22,421 8,114

  (3) 車両運搬具 20,100 19,654

    減価償却累計額 △6,808 13,292 △10,758 8,895

  (4) 工具器具及び備品 382,051 395,832

    減価償却累計額 △244,529 137,521 △281,475 114,356

  (5) 土地 1,502,100 1,502,100

  (6) 建設仮勘定 4,871 1,870

   有形固定資産合計 2,669,093 21.7 2,589,567 21.0

 ２ 無形固定資産

  (1) のれん － 21,666

  (2) ソフトウェア 245,492 222,296

  (3) 電話加入権 18,705 18,705

  (4) その他 245 1,265

   無形固定資産合計 264,443 2.1 263,934 2.1



  
第27期

(平成18年３月31日現在)
第28期 

(平成19年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 368,222 236,637

  (2) 関係会社株式 ※４ 1,776,165 1,836,078

  (3) 関係会社長期貸付金 130,040 134,190

  (4) 破産更生等債権 54,703 57,016

  (5) 長期前払費用 2,327 2,116

  (6) 繰延税金資産 71,125 367,932

  (7) 差入保証金 566,776 575,393

  (8) その他 21,235 23,988

    貸倒引当金 △55,099 △56,699

    投資損失引当金 △985,378 △790,982

   投資その他の資産合計 1,950,116 15.8 2,385,671 19.4

   固定資産合計 4,883,653 39.6 5,239,173 42.5

   資産合計 12,320,389 100.0 12,318,305 100.0

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 短期借入金 307,000 200,000

 ２ 一年内返済予定 
   長期借入金

612,772 407,146

 ３ 一年内返済予定社債 － 200,000

 ４ 未払金 102,095 197,796

 ５ 未払費用 3,403,654 3,733,493

 ６ 未払法人税等 537,283 281,299

 ７ 未払消費税等 468,481 473,148

 ８ 前受金 1,978 15,062

 ９ 預り金 108,039 345,366

 10 前受収益 3,966 1,632

 11 賞与引当金 203,566 215,383

 12 ポイント引当金 － 16,840

 13 その他 2,697 5,095

   流動負債合計 5,751,534 46.7 6,092,264 49.5



  

 
  

第27期
(平成18年３月31日現在)

第28期 
(平成19年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 200,000 －

 ２ 長期借入金 445,046 252,900

 ３ 退職給付引当金 134,280 174,249

 ４ 預り保証金 50,775 54,173

 ５ その他 12,610 11,449

   固定負債合計 842,712 6.8 492,772 4.0

   負債合計 6,594,246 53.5 6,585,036 53.5

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 1,658,274 13.5 － －

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,900,345 －

 ２ その他資本剰余金

  (1) 資本準備金減少差益 177,928 177,928 － －

   資本剰余金合計 2,078,274 16.9 － －

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 77,591 －

 ２ 任意積立金

  (1) 特別償却準備金 8,501 －

  (2) 別途積立金 225,378 233,880 － －

 ３ 当期未処分利益 1,839,631 －

   利益剰余金合計 2,151,103 17.4 － －

Ⅳ その他有価証券評価差額金 12,458 0.1 － －

Ⅴ 自己株式 ※２ △173,968 △1.4 － －

   資本合計 5,726,142 46.5 － －

   負債・資本合計 12,320,389 100.0 － －



第27期
(平成18年３月31日現在)

第28期 
(平成19年３月31日現在)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 － － 1,658,274 13.5

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 － 1,900,345

  (2) その他資本剰余金 － 161,758

   資本剰余金合計 － － 2,062,103 16.7

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 － 77,591

  (2) その他利益剰余金

    特別償却準備金 431

    別途積立金 － 225,378

    繰越利益剰余金 － 2,054,451

   利益剰余金合計 － － 2,357,853 19.1

 ４ 自己株式 － － △337,448 △2.7

   株主資本合計 － － 5,740,783 46.6

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

－ － △7,514 △0.1

   評価・換算差額等合計 － － △7,514 △0.1

   純資産合計 － － 5,733,268 46.5

   負債及び純資産合計 － － 12,318,305 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

第27期
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

第28期 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 41,010,946 100.0 44,382,003 100.0

Ⅱ 売上原価 33,222,873 81.0 35,999,979 81.1

   売上総利益 7,788,073 19.0 8,382,023 18.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費

 １ 募集費 556,990 603,232

 ２ 役員報酬 131,750 135,750

 ３ 従業員給与及び賞与 3,285,348 3,647,879

 ４ 賞与引当金繰入額 186,894 200,589

 ５ 福利厚生費 52,024 70,823

 ６ 旅費交通費 97,073 99,416

 ７ 事務費 193,114 185,491

 ８ 運輸通信費 247,985 269,370

 ９ 賃借料 672,625 730,809

 10 減価償却費 219,653 201,216

 11 退職給付費用 62,130 57,657

 12 貸倒引当金繰入額 36,900 4,870

 13 その他 938,247 6,680,739 16.3 1,033,386 7,240,493 16.3

   営業利益 1,107,333 2.7 1,141,529 2.6

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 ※１ 3,147 3,800

 ２ 受取配当金 6,668 1,096

 ３ 受取家賃 46,769 41,284

 ４ 受取助成金 7,082 6,784

 ５ その他 2,610 66,277 0.2 7,200 60,165 0.1

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 31,827 23,841

 ２ 賃貸原価 － 22,204

 ３ その他 9,029 40,856 0.1 7,618 53,664 0.1

   経常利益 1,132,754 2.8 1,148,030 2.6



 

第27期
(自 平成17年４月１日 
 至 平成18年３月31日)

第28期 
(自 平成18年４月１日 
 至 平成19年３月31日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 投資有価証券売却益 184,436 15,959

 ２ 投資損失引当金戻入益 ※２ 114,131 298,568 0.7 194,396 210,356 0.5

Ⅶ 特別損失

 １ 投資有価証券評価損 － 112,796

 ２ 関係会社株式評価損 － 190,086

 ３ 固定資産除却損 ※３ 17,273 5,634

 ４ 減損損失 ※４ 10,628 27,902 0.1 － 308,517 0.7

   税引前当期純利益 1,403,420 3.4 1,049,870 2.4

   法人税、住民税 
   及び事業税

559,366 540,567

   過年度法人税、住民税 
   及び事業税

144,246 －

   法人税等調整額 5,648 709,261 1.7 △313,511 227,056 0.5

   当期純利益 694,159 1.7 822,814 1.9

   前期繰越利益 1,145,471 －

   当期未処分利益 1,839,631 －



売上原価明細書 

 
(注) 労務費には、第27期に社会保険料支払額が2,913,315千円、賞与引当金繰入額が16,672千円、第28期に社会保険

料支払額が3,279,268千円、賞与引当金繰入額が14,793千円含まれております。 

  

③ 【利益処分計算書】 

 
  

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第28期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

区分 金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比 
(％)

１ 労務費 33,034,351 99.4 35,796,889 99.4

２ 経費 188,522 0.6 203,090 0.6

合計 33,222,873 100.0 35,999,979 100.0

第27期
株主総会承認日 

(平成18年６月28日)

区分
注記
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 1,839,631

Ⅱ 任意積立金取崩額

   特別償却準備金
   取崩額

4,035 4,035

    合計 1,843,666

Ⅲ 利益処分額

   配当金 386,761 386,761

Ⅳ 次期繰越利益 1,456,904



④ 【株主資本等変動計算書】 

第28期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

（単位：千円） 

   

   

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成18年３月31日残高 1,658,274 1,900,345 177,928 2,078,274

事業年度中の変動額

 特別償却準備金の取崩し － － － －

 剰余金の配当 － － － －

 当期純利益 － － － －

 自己株式の処分 － － △16,170 △16,170

 自己株式の取得 － － － －

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － － △16,170 △16,170

平成19年３月31日残高 1,658,274 1,900,345 161,758 2,062,103

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却
準備金

別途積立金
繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高 77,591 8,501 225,378 1,839,631 2,151,103 △173,968 5,713,683

事業年度中の変動額

 特別償却準備金の取崩し  － △8,070 － 8,070 － － －

 剰余金の配当 － － － △616,064 △616,064 － △616,064

 当期純利益 － － － 822,814 822,814 － 822,814

 自己株式の処分 － － － － － 25,276 9,105

 自己株式の取得 － － － － － △188,755 △188,755

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 － △8,070 － 214,820 206,749 △163,479 27,099

平成19年３月31日残高 77,591 431 225,378 2,054,451 2,357,853 △337,448 5,740,783

評価・換算差額等

純資産合計その他 
有価証券 

評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高 12,458 12,458 5,726,142

事業年度中の変動額

 特別償却準備金の取崩し － － －

 剰余金の配当 － － △616,064

 当期純利益 － － 822,814

 自己株式の処分 － － 9,105

 自己株式の取得 － － △188,755

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

△19,973 △19,973 △19,973

事業年度中の変動額合計 △19,973 △19,973 7,126

平成19年３月31日残高 △7,514 △7,514 5,733,268



重要な会計方針 

  

項目
第27期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第28期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

  移動平均法による原価法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価は移

動平均法により算定)

(2) その他有価証券

  時価のあるもの

   決算日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定)

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

  時価のないもの

   移動平均法による原価法

２ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法

同左

３ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産

  定率法。ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附属設

備を除く)については定額法を採

用しております。なお、主な耐用

年数は次のとおりであります。

   建物      ３年～50年

   構築物     ３年～50年

   車両運搬具      ６年

   工具器具備品  ２年～20年

(1) 有形固定資産

  定率法。ただし、平成10年４月１

日以降取得した建物(建物附属設

備を除く)については定額法を採

用しております。なお、主な耐用

年数は次のとおりであります。

   建物      ３年～50年

   構築物     ５年～50年

   車両運搬具   ２年～６年

   工具器具備品  ２年～20年

(2) 無形固定資産

  定額法。ただし、自社利用のソフ

トウェアにつきましては、社内に

おける見込利用可能期間(５年以

内)に基づく定額法によっており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

(3) 長期前払費用

  定額法

(3) 長期前払費用

同左

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金

  債権の貸倒れによる損失に備える

ため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込額を計

上しております。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 賞与引当金

  従業員に対して支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額に基

づき計上しております。

(2) 賞与引当金

同左

     ――――――――

 

(3) ポイント引当金

  スタッフに付与したポイントの将

来の使用に備えるため、使用実績

率に基づき将来使用されると見込

まれる額を計上しております。な

お、これは当期より「フジカポイ

ント」を開始したことに伴い計上

したものであります。



項目
第27期

(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第28期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(3) 退職給付引当金

  退職一時金制度

  従業員への退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しておりま

す。また、数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

(５年)による定額法により、それ

ぞれ発生の翌事業年度から費用処

理しております。

(4) 退職給付引当金

同左

  

  

(4) 投資損失引当金

  子会社等に対する投資の損失に備

えるため、財政状態等を勘案し、

必要と認められる額を計上してお

ります。

(5) 投資損失引当金

同左

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

６ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

特例処理の要件を充たしている

金利スワップについて特例処理を

採用しております。

(1) ヘッジ会計の方法

同左

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 金利スワップ 

  ヘッジ対象 借入金

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

同左

(3) ヘッジ方針 

金利リスクの低減のため、対象債

務の範囲内でヘッジを行っており

ます。

(3) ヘッジ方針

同左

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

金利スワップの特例処理の要件を

充たしているので、決算日におけ

る有効性の評価を省略しておりま

す。

(4) ヘッジの有効性評価の方法

同左

７ その他財務諸表作成のた

めの重要な事項

(1) 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。

同左



会計処理の変更 

  

 
  

表示方法の変更 

  

 
  

追加情報 

  

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第28期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

固定資産の減損に係る会計基準

当事業年度より「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。

これにより、税引前当期純利益が10,628千円減少してお

ります。

なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表等

規則に基づき当該各資産の金額から直接控除しておりま

す。

貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年12月９

日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。

これまでの資本の部の合計に相当する金額は、

5,733,268千円であります。

なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸

表等規則により作成しております。

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第28期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

(損益計算書) 

「受取助成金」は、前事業年度まで営業外収益の「その

他」に含めて表示していましたが、営業外収益の総額の

100分の10を超えたため区分掲記しました。なお、前事

業年度における「受取助成金」は、502千円でありま

す。

―――――――――――

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第28期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

――――――――――― 賃貸資産に係る減価償却費等の原価は、従来販売費及び

一般管理費に含めて表示しておりましたが、当事業年度

より、受取家賃の表示区分にあわせ営業外費用の賃貸原

価としております。なお、前事業年度における賃貸原価

は23,612千円であります。



注記事項 

(貸借対照表関係) 

 
  

(損益計算書関係) 

第27期 
(平成18年３月31日)

第28期
(平成19年３月31日)

 

※１ 授権株式数

普通株式 143,100,720株

   発行済株式総数

普通株式 39,375,180株

 

※１     ――――――――――――

   

※２ 自己株式の保有数

普通株式 698,990株

※２     ――――――――――――

※３ 関係会社に対する資産

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

短期貸付金 56,640千円

※３ 関係会社に対する資産

区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

短期貸付金 243,784千円

※４ 関係会社株式には、株式会社アイネクスト（平成

18年４月３日設立）に対する新株式払込金

200,000千円が含まれております。

※４     ――――――――――――

 ５ 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は12,458

千円であります。

 ５     ――――――――――――

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第28期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

※１ 関係会社との取引高

受取利息 3,145千円

※１ 関係会社との取引高

受取利息 3,662千円

※２ 投資損失引当金戻入益（114,131千円）は関係会

社に対する投資に係るものであります。

※２ 投資損失引当金戻入益（194,396千円）は関係会

社に対する投資に係るものであります。

※３ 固定資産除却損

建物 13,201千円

工具器具及び備品 1,299

ソフトウェア 2,772

※３ 固定資産除却損

建物 5,363千円

工具器具及び備品 270

 

※４ 減損損失
当社は、以下の遊休資産について減損損失を計上いたし

ました。

種類 場所 減損損失（千円）

電話加入権 － 10,628

計 10,628

（経緯） 

上記の電話加入権につきましては、時価が著しく下落し

ているため、休止中のものにつき減損損失を認識いたし

ました。 

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額は正味売却価額により測定しており、取引

事例価額等を基礎として評価しております。

※４     ――――――――――――



(株主資本等変動計算書関係) 

第28期(自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日) 

１ 自己株式に関する事項 

   

(変動事由の概要)  

増加数の内訳は、次の通りであります。 

 株式市場からの買付による増加   466,000株   単元未満株式の買取りによる増加  90株 

減少数の内訳は、次の通りであります。 

 新株予約権の行使による減少    81,300株 

  

(リース取引関係) 

 
  

(有価証券関係) 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)及び当事業年度(自 平成18年４月１

日 至 平成19年３月31日)における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 698,990 466,090 81,300 1,083,780

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第28期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 

 るもの以外のファイナンス・リース取引

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 

 るもの以外のファイナンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額

工具器具及び
備品（千円）

合計（千円）

取得価額 
相当額

19,850 19,850

減価償却累 
計額相当額

12,263 12,263

期末残高 
相当額

7,586 7,586

工具器具及び
備品（千円）

合計（千円）

取得価額
相当額

23,027 23,027

減価償却累
計額相当額

19,888 19,888

期末残高
相当額

3,138 3,138

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 5,658千円

１年超 2,066

合計 7,724

(2）未経過リース料期末残高相当額

１年以内 2,578千円

１年超 679

合計 3,258

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 14,761千円

減価償却費相当額 14,142

支払利息相当額 210

(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 6,394千円

減価償却費相当額 6,248

支払利息相当額 99

(4）減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。

(4）減価償却費相当額の算定方法

同左

(5）利息相当額の算定方法

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額

を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。

(5）利息相当額の算定方法

同左

２．オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 1,008千円

１年超 336

合計 1,344

２．オペレーティング・リース取引

  未経過リース料

１年以内 325千円

１年超 －

合計 325



(税効果会計関係) 

  

 
  

第27期 
(平成18年３月31日現在)

第28期
(平成19年３月31日現在)

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 82,831千円

未払費用 18,009

未払事業税 33,397

未払事業所税 19,880

土地評価損 153,599

貸倒引当金損金算入限度超過額 14,181

退職給付引当金 59,770

投資損失引当金 400,950

その他 23,626

評価性引当額 △550,866

繰延税金資産合計 255,381

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

繰延税金資産

賞与引当金損金算入限度超過額 87,639千円

未払費用 15,391

未払事業税 21,559

未払事業所税 20,653

土地評価損 153,599

貸倒引当金損金算入限度超過額 16,107

退職給付引当金 75,561

投資損失引当金 321,850

投資有価証券評価損 46,199

関係会社株式評価損 77,346

その他 44,601

繰延税金資産小計 880,510

評価性引当額 △309,231

繰延税金資産合計 571,279

 

繰延税金負債

特別償却準備金 3,064

投資有価証券評価差額金 8,547

繰延税金負債合計 11,611

繰延税金資産の純額 243,769  

繰延税金負債

特別償却準備金 296

繰延税金負債合計 296

繰延税金資産の純額 570,983

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に 
算入されない項目

0.4

受取配当金等永久に益金に 
算入されない項目

△0.1

住民税均等割等 2.8

投資損失引当金繰入額等損金不算入額 △3.3

過年度法人税、住民税及び事業税 10.3

法人税額の特別控除額 △1.1

その他 0.8

税効果会計適用後の法人税等の負担率 50.5

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

(調整)

交際費等永久に損金に
算入されない項目

0.3

住民税均等割等 3.8

評価性引当額の増減 △23.0

その他 △0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 21.6



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
２ １株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

 
(注）１ 権利行使された新株引受権の目的となる株式の数17,400株及び権利行使の条件に該当しなくなり、行使の行

われなくなった新株引受権の目的となる株式の数67,200株が含まれています。 

２ 権利行使の条件に該当しなくなり、行使の行われなくなった新株予約権の目的となる株式の数69,500株が含

まれています。 

  

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第28期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり純資産額 148円05銭 149円73銭

１株当たり当期純利益金額 19円18銭 21円50銭

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益金額

19円03銭 －円－銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当
期純利益金額については、希薄化効
果を有している潜在株式が存在しな
いため、記載しておりません。

第27期
（平成18年３月31日現在）

第28期
（平成19年３月31日現在）

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） － 5,733,268

普通株式に係る純資産額（千円） － 5,733,268

普通株式の発行済株式数（千株） － 39,375

普通株式の自己株式数（千株） － 1,083

1株当たり純資産額の算定に用いられた普通株
式の数（千株）

－ 38,291

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第28期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益金額

当期純利益(千円) 694,159 822,814

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る当期純利益(千円) 694,159 822,814

期中平均株式数(千株) 36,193 38,278

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

当期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(千株) 274 －

(うち新株予約権) (274) (－)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含めなかった
潜在株式の概要

潜在株式の種類（新株引受権)
潜在株式の数（482,700株） 
（注）１

潜在株式の種類（新株予約権) 
潜在株式の数（599,000株）
（注) ２



（重要な後発事象） 

 
  

第27期
(自 平成17年４月１日
至 平成18年３月31日)

第28期
(自 平成18年４月１日
至 平成19年３月31日)

      ―――――――――――― （株式移転による持株会社の設立）

当社は、平成19年４月２日に株式会社アイラインと共同

して、株式移転により完全親会社となるフジスタッフホ

ールディングス株式会社を設立し、当社は同社の完全子

会社となりました。

これに伴い、当社が所有していた自己株式337,448千円

は親会社株式となり、純資産の部の控除項目から流動資

産に計上されることとなります。

(1)結合当事企業の名称および事業の内容、株式移転を

行った主な理由、株式移転日、株式移転親会社の名称 

商   号  株式会社アイライン 

事業の内容  請負事業・人材派遣事業 

株式移転を行った主な理由 当社と株式会社アイライン

双方の企業資源を共有・活用し、有効かつ効率的な経営

を行うため 

株式移転日  平成19年４月２日 

株式移転親会社の名称 フジスタッフホールディングス

株式会社



⑤ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

 
  

【その他】 

  

 
  

【有形固定資産等明細表】 

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(千円)

（投資有価証券）

 （その他有価証券）

  エー・アンド・アイ システム㈱ 321,000 110,745

  ㈱栃木銀行 126,000 83,916

  金谷ホテル㈱ 200,000 10,000

  ㈱とちぎインベストメントパートナーズ 100 5,000

  ㈱インテリジェンス 8 2,744

  ㈱エフエム栃木 50 2,500

  その他（３銘柄） 542 1,882

計 647,700 216,787

種類及び銘柄 投資口数(口) 貸借対照表計上額(千円)

（投資有価証券）

 （その他有価証券）

 （証券投資信託の受益証券）

  栃木応援外債 9,794,320 10,440

  ＭＬ ＡＲbiＥ 9,726,719 9,409

計 － 19,850

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 1,703,300 28,735 10,289 1,721,746 767,516 71,242 954,230

 構築物 30,536 － － 30,536 22,421 1,091 8,114

 車両運搬具 20,100 1,663 2,110 19,654 10,758 4,839 8,895

 工具器具及び備品 382,051 16,954 3,173 395,832 281,475 39,849 114,356

 土地 1,502,100 － － 1,502,100 － － 1,502,100

 建設仮勘定 4,871 3,139 6,141 1,870 － － 1,870

有形固定資産計 3,642,961 50,493 21,714 3,671,740 1,082,172 117,022 2,589,567

無形固定資産

 のれん － 25,000 － 25,000 3,333 3,333 21,666

 ソフトウェア 479,222 88,135 17,481 549,876 327,580 93,851 222,296

 電話加入権 18,705 － － 18,705 － － 18,705

 その他 793 1,162 － 1,955 689 141 1,265

無形固定資産計 498,720 114,297 17,481 595,537 331,603 97,326 263,934

長期前払費用 2,327 778 959 2,146 30 30 2,116



【引当金明細表】 

  

 
(注）１ 当期減少額（その他）のうち2,301千円は債権回収による取崩額であり、18,317千円は一般債権の貸倒実績

率による洗替額であります。 

２ 当期減少額（その他）は、子会社の純資産の回復に伴う取崩額であります。 

区分
前期末残高 
(千円)

当期増加額
(千円)

当期減少額
(目的使用) 
(千円)

当期減少額
(その他) 
(千円)

当期末残高 
(千円)

貸倒引当金  （注１） 72,908 25,488 1,250 20,618 76,528

投資損失引当金(注２) 985,378 － － 194,396 790,982

賞与引当金 203,566 215,383 203,566 － 215,383

ポイント引当金 － 16,840 － － 16,840



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)売掛金滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等が含まれております。 

  

区分 金額(千円)

現金 6,535

預金の種類

当座預金 1,047,989

普通預金 145,200

別段預金 6,651

計 1,199,841

合計 1,206,377

相手先 金額(千円)

ソフトバンクモバイル株式会社 107,001

株式会社データネットワークセンター 73,494

厚生労働省 59,759

キヤノン株式会社 57,235

ＫＤＤＩ株式会社 56,625

その他 4,886,108

合計 5,240,224

期首残高 
(千円)

当期発生高 
(千円)

当期回収高
(千円)

当期末残高
(千円)

回収率
(％)

滞留期間 
(日)

(Ａ) (Ｂ) (Ｃ) (Ｄ)
 

(Ｃ)
×100

(Ａ)+(Ｂ)

(Ａ)+(Ｄ)
2

(Ｂ)
365

4,951,717 46,861,716 46,573,209 5,240,224 89.9 39.7



ハ 貯蔵品 
  

 
  

ニ 関係会社株式 
  

 
  
  
  

品目 金額(千円)

派遣登録用備品・消耗品 5,782

スタッフ向け継続キャンペーン用金券 1,167

スタッフ向けバースディプレゼント 2,554

会社案内・パンフレット 1,353

切手・収入印紙 1,416

新幹線回数券 430

合計 12,703

銘柄 株式数(株) 金額(千円)

株式会社コンピュータパック 200,000 1,476,165

株式会社エム・アール・アイ・ジャパン 2,800 100,000

株式会社アイネクスト 4,000 9,913

株式会社アステージ 4,800 250,000

合計 211,600 1,836,078



負債の部 

  
  

イ 未払費用 
  

 
  

ロ 長期借入金 
  

 
  

  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

種類 金額(千円)

派遣人件費 2,980,858

健康保険・厚生年金保険料 654,272

社員人件費 49,340

通信費 21,317

障害者雇用負担金 12,000

その他 15,705

合計 3,733,493

借入先 金額(千円) うち１年以内返済予定額(千円)

株式会社三井住友銀行 290,000 144,000

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 150,000 60,000

株式会社足利銀行 114,146 114,146

株式会社栃木銀行 44,000 33,600

商工組合中央金庫 26,900 20,400

株式会社みずほ銀行 18,000 18,000

住友信託銀行株式会社 17,000 17,000

合計 660,046 407,146



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
  

  

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

株券の種類 100株券、200株券、1,000株券、10,000株券

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日

１単元の株式数 100株

株式の名義書換え

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料 無料

単元未満株式の買取り

  取扱場所
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部

  株主名簿管理人
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社

  取次所 住友信託銀行株式会社 本店及び全国各支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法

当会社の公告方法は、電子公告とする。但し、事故その他やむを得ない事由によって
電子公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。 
なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり
です。 
http://www.fujistaff.co.jp

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社には、親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に次の書類を提出しております。 
  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第27期(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月28日関東財務局長に提

出。 
  

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記（1）有価証券報告書の訂正報告書）を平成19年３月８日関東財務局長に提出。 
  

(3) 有価証券報告書の訂正報告書 

訂正報告書（事業年度 第26期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）有価証券報告書の訂

正報告書）を平成19年３月８日関東財務局長に提出。 
  

(4) 半期報告書 

事業年度 第28期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日)平成18年12月15日関東財務局長に

提出。 
  

(5) 半期報告書の訂正報告書 

訂正報告書（上記（4）半期報告書の訂正報告書）を平成19年３月８日関東財務局長に提出。 
  

(6) 半期報告書の訂正報告書 

訂正報告書（事業年度 第27期中（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）半期報告書の訂正

報告書）を平成19年３月８日関東財務局長に提出。 
  

(7) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の３（株式移転による完全親会社の設立）の規

定に基づく臨時報告書を平成19年１月31日関東財務局長に提出。 
  

(8) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号（代表取締役の異動）の規定に基づく臨時報告

書を平成19年４月16日関東財務局長に提出。 
  

(9) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第３号及び第４号（株式移転による完全親会社の設

立）の規定に基づく臨時報告書を平成19年４月16日関東財務局長に提出。 
  

(10) 自己株券買付状況報告書 

平成18年４月13日、平成18年５月15日、平成18年６月15日、平成18年７月11日関東財務局長に提出。 



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２８日

株 式 会 社 フ ジ ス タ ッ フ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジスタッ

フの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算

書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連

結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者

が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討す

ることを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フジス

タッフ及び連結子会社の平成１８年３月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績及びキャッシ

ュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村   清 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 日 高 真理子 

      



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月26日

株式会社 フジスタッフ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社フジスタッフの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計

算書及び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めて

いる。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ

て行われた見積りの評価も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人

は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準

拠して、株式会社フジスタッフ及び連結子会社の平成19年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する連結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示してい

るものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に株式会社アイラインと共同して株式移転の方法により、持株会社を設立したことにつ

いての記載がなされている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  島  茂  喜  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  上  林  三 子 雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  神  山  宗  武  ㊞

(※)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年６月２８日

株 式 会 社 フ ジ ス タ ッ フ 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社フジスタッ

フの平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第２７期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益

処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社フジスタッ

フの平成１８年３月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適正に表示し

ているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 市 村   清 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 日 高 真理子 

      



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成19年６月26日

株式会社 フジスタッフ 

取締役会 御中 

 

  
 

  
 

  
 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社フジスタッフの平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第28期事業年度の財務諸表、

すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社フジスタッフの平成19年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成

績をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に株式会社アイラインと共同して株式移転の方法により、持株会社を設立したことにつ

いての記載がなされている。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 

  

 

新日本監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  中  島  茂  喜  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  上  林  三 子 雄  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  神  山  宗  武  ㊞

(※)上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会

社)が別途保管しております。


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)ライツプランの内容
	(4)発行済株式総数、資本金等の推移
	(5)所有者別状況
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(8)ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	株式の種類等
	(1)株主総会決議による取得の状況
	(2)取締役会決議による取得の状況
	(3)株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容
	(4)取得自己株式の処理状況及び保有状況


	３配当政策
	４株価の推移
	(1)最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2)最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	１連結財務諸表等
	(1)連結財務諸表
	①連結貸借対照表
	②連結損益計算書
	③連結剰余金計算書
	④連結株主資本等変動計算書
	⑤連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高
	関連当事者との取引
	⑥連結附属明細表
	社債明細表
	借入金等明細表

	(2)その他

	２財務諸表等
	(1)財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③利益処分計算書
	④株主資本等変動計算書
	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	その他
	有形固定資産等明細表
	引当金明細表

	(2)主な資産及び負債の内容
	(3)その他


	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/93
	pageform2: 2/93
	form1: EDINET提出書類  2007/06/26 提出
	form2: 株式会社フジスタッフ(941305)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/93
	pageform4: 4/93
	pageform5: 5/93
	pageform6: 6/93
	pageform7: 7/93
	pageform8: 8/93
	pageform9: 9/93
	pageform10: 10/93
	pageform11: 11/93
	pageform12: 12/93
	pageform13: 13/93
	pageform14: 14/93
	pageform15: 15/93
	pageform16: 16/93
	pageform17: 17/93
	pageform18: 18/93
	pageform19: 19/93
	pageform20: 20/93
	pageform21: 21/93
	pageform22: 22/93
	pageform23: 23/93
	pageform24: 24/93
	pageform25: 25/93
	pageform26: 26/93
	pageform27: 27/93
	pageform28: 28/93
	pageform29: 29/93
	pageform30: 30/93
	pageform31: 31/93
	pageform32: 32/93
	pageform33: 33/93
	pageform34: 34/93
	pageform35: 35/93
	pageform36: 36/93
	pageform37: 37/93
	pageform38: 38/93
	pageform39: 39/93
	pageform40: 40/93
	pageform41: 41/93
	pageform42: 42/93
	pageform43: 43/93
	pageform44: 44/93
	pageform45: 45/93
	pageform46: 46/93
	pageform47: 47/93
	pageform48: 48/93
	pageform49: 49/93
	pageform50: 50/93
	pageform51: 51/93
	pageform52: 52/93
	pageform53: 53/93
	pageform54: 54/93
	pageform55: 55/93
	pageform56: 56/93
	pageform57: 57/93
	pageform58: 58/93
	pageform59: 59/93
	pageform60: 60/93
	pageform61: 61/93
	pageform62: 62/93
	pageform63: 63/93
	pageform64: 64/93
	pageform65: 65/93
	pageform66: 66/93
	pageform67: 67/93
	pageform68: 68/93
	pageform69: 69/93
	pageform70: 70/93
	pageform71: 71/93
	pageform72: 72/93
	pageform73: 73/93
	pageform74: 74/93
	pageform75: 75/93
	pageform76: 76/93
	pageform77: 77/93
	pageform78: 78/93
	pageform79: 79/93
	pageform80: 80/93
	pageform81: 81/93
	pageform82: 82/93
	pageform83: 83/93
	pageform84: 84/93
	pageform85: 85/93
	pageform86: 86/93
	pageform87: 87/93
	pageform88: 88/93
	pageform89: 89/93
	pageform90: 90/93
	pageform91: 91/93
	pageform92: 92/93
	pageform93: 93/93


